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要　　　　　旨
　IMFの理念は，為替の安定が，世界経済の安定・成長を図ることを目的
として設立されている（第１条）。本論は，世界経済の安定と成長を図るた
めに【９３SNA国連による国民経済計算１）】で算定された GDPから為替平
価理論を構築し，為替の安定を図ることにある。
　ワルラスとランゲの法則２） の均衡理論は，当該国の「財の価値と量の総
額が，通貨の価値と量の総額に均衡」する。従って，【財の総額＝通貨の総
額】となる。
　９３SNA国民経済計算から計算される GDPは均衡理論により，財の総額
であり，また，通貨の総額である。この事実は，一人当たりの GDP（以下
GDPphという。）が【当該国の財と通貨の総体的価値】である。一般均衡
理論ではＹ（所得）＝Ｃ（消費）＋Ｉ（投資）＋Ｅ（輸出）＋Ｍ（輸入）は【通貨の
総体価値Ｙ＝財の総体価値Ｃ＋Ｉ＋Ｅ＋Ｍ】となる。さらに，政府需要
（Ｇ）による公共事業等の景気刺激策（大きな政府施策）を実施すると，Ｙ
＋（Ｇ）＝Ｃ＋（Ｇ）＋Ｉ＋Ｅ＋Ｍとなるが，（Ｇ）は負の資産（国債等）とな
る。小さな政府の場合は節約・減税等によって民間企業の税負担等を軽減
し経営を活性化する施策であるので国債等負の資産は減少する。
　本論は，【対象国の GDPph ÷基準国 GDPph＝ GDPpar】，【GDPpar
＝財の総体価値】と定義（Ⅱ項参照）できる。また，実態経済で使われて
いる為替レートは【為替レート＝通貨の総体価値】である。故に，実態経
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 １）　１９６８年国連が企業会計原理をもちいて国民経済を国際標準化した SNAを作成
したもので，１９９３年新 SNAは国民所得勘定，産業連関表，資金循環表，国際収
支勘定，国民貸借対照表の５項目を統合し，国の経済構造および資金循環を包括
的・構造的に体系化したもので，各国の国民総生産 GDPとして，IMFの IFS
統計に掲載されている。
 ２）　ワルラスの法則：財を買うことは貨幣を売ることであるので，財の需要と供給
が一致すれば，貨幣の供給と需要が一致する。ランゲは貨幣以外の財の超過需要
と貨幣の超過需要は常に一致する財と通貨の一般均衡論をまとめた。
済において GDPparと為替レートが収斂し連動する【GDPpar ≒為替レー
ト】を前提条件とするとき，【財と通貨の総体価値は GDPpar】であり，
【財と通貨の総体価値均衡理論】が成立する。従って，【GDPpar ＝為替平
価】と定義（Ⅱの６参照）できる。ただし，前提条件として市場原理等が
機能することが【財と通貨の総体価値（均衡）理論の基礎条件】となる。
市場原理等が機能しない（韓国の例）場合は GDPparと為替レートが大幅
に乖離する。
　以上の結論から【財と通貨の総体価値均衡理論】（以下，総体価値理論と
いう）が成立し，【GDPpar ＝為替平価】と定義できる。ただし，基礎条件
として対象国は「基準国並に情報開示，市場原理，競争原理等が機能する
条件」（以下，＜市場原理等の基礎条件＞という）即ち，市場原理等が機能
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
することが【財と通貨の総体価値（均衡）理論の基礎条件】となる。為替
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
レートは，思惑や投機的心理要因が為替相場に介入するため，オーバー
シュートするので相場理論では GDPparとイコールとならない。１９９８年以
降，日本の場合は年平均値１２．１％，最大値３１．９％円安，６．８％円高の乖離率
がある。GDPparが為替平価の尺度となれば，為替レートは GDPparに対
する乖離率を縮小し，財と通貨の総体価値理論を立証する。
　換言すると国によって経済社会文化構造の相違があっても，その国の
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
「９３SNA国民経済計算の総額（総体）」は「財と通貨の総体価値」を表して
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
いるので，基準国と対象国の総体価値の均衡値は GDPparで表される。
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
従って，財と通貨の総体価値GDPpar ≒為替レートが均衡する。ただし，＜
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
市場原理等の基礎条件が理論的に機能し，心理要因が排除（相場理論では
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
不可能である）されるとき，為替レートが GDPparを平価として基礎条件
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
により理論的に連動する。基礎条件が機能し難いときは GDPparと為替
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
レートは乖離する＞。この事実は，GDPparが【動態的為替平価】であるこ
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
とを表している。
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
　アフタリヨンの為替心理説は，本能的非合理的な期待値，為替の心理要
因による変動値が実態経済の中で GDPparに吸収される。従って，投機的
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期待値の変動率は GDPpar平価の予測値の範囲内に理論上止まる。
　本論の GDPpar平価理論は，＜市場原理等が機能し，心理要因が排除さ
れ＞，【為替レートは限りなく GDPpar均衡値に近づき連動する】ので，
この均衡理論【財と通貨の総体価値均衡理論】が成立する。
　７３年以降のドイツ，０４年以降の英国，９８年以降の日本の実態経済は，図
表Ⅰ～Ⅲで実証している。特に，ドイツは特殊事情の時期を除き，対ドル
為替レートが GDPparに収斂し連動し【GDPpar ≒為替レート】に連動する
事実は，総体価値理論の成立を検証している。ただし，基礎条件が機能し
難い図Ⅳ韓国および図Ⅴ中国は GDPparと為替レートが乖離している。
　固定相場制は為替相場が固定されているので，財の総体価値が変動する
ことによって固定している通貨の総体価値に均衡しようとする［財の総体
価値≒通貨の総体価値］の均衡理論が成立する。しかし，為替レートの固
定は財の総体価値が通貨の総体価値と均衡トレンドの過程で，基軸通貨の
価値を弱め，その結果，金ドル平価体制に影響してドルショックを引き起
こし，変動相場制へ移行し現在に至っている。
　変動相場制下では市場原理等が機能し，心理要因が排除されるとき，【総
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
体価値均衡理論】は，財と通貨の総体価値が安定した変動によって均衡す
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
る。しかし，相場理論である限り，思惑や投機的心理要因が為替相場に介
識 竺鴫
入するため，しばしば，為替レートは基礎条件から乖離してオーバー
シュートする。為替相場に対する心理要因の影響は，実態経済における経
営を不安定にし，世界経済の安定成長を妨げ，国民の生活を不安に陥れる。
さらに，GDPphのドル換算は対象国の財の総体価値を歪めるので，自国通
貨価値のまま判断することが正しいことをⅣ項で検証する。
　本論は，フアンダメンタルズ基礎条件を GDPに置き，GDPphから算定
した GDPparが財と通貨の総体価値理論により対象国の財と通貨の価値の
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
総体を表し，為替の価値尺度（平価）となることを検証する。検証の結果，
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
為替変動相場制理論に代えて，GDPparが為替の交換価値尺度となることを
論じる。さらに，GDPpar平価が価値尺度となるとき，平価理論が心理要因
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によるオーバーシュートを防ぎ，為替相場の変動を安定させる。
　以上の検証結果から，IMFのSDRレート算定に際しては，主要国の為替
識 竺鴫鴫鴫
レートに変えて GDPparをバスケットに導入し為替の安定を図る。さらに
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
GDPparの活用により国益を超えた IMFの通貨の SDRを基軸通貨とし，
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
各国通貨の安定を図ることを提言する。
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
　本論の理論的根拠は上記の通りであり，論旨の展開は次の通りである。
　Ⅰ項は，英国産業革命以降，通貨と財の均衡理論が，各国の経済政策の
原点を支えている。しかしながら，今回の１００年に１度と云われる金融
ショックは，変動相場制理論の見直しを迫っており，動態的に理論的に対
応できる新しい為替平価理論を検討する必要がある。
　Ⅱ項は，GDP平価理論の言葉の定義と GDPpar均衡値平価の計算式と定
義を定めている。
　Ⅲ項は，主要国通貨の GDPpar平価と為替レートの収斂と連動を分析し，
GDPpar均衡値平価理論の有効性を検証している。
　Ⅳ項は，相対的購買力平価など為替相場関連理論の問題点を指摘し，
オーバーシュートする相場理論に代わる GDPpar理論の安定性を立証する。
　Ⅴ項は，SDRバスケット方式に GDP均衡値平価理論を導入し，心理要
因の介入を排除して為替相場の安定を図る。
　結論は，世界経済安定成長のために，GDP均衡値平価理論の導入は複雑
に各国の国益が絡むので，基軸通貨の第１候補は各国の国益を超えた IMF
の SDRにすることを提案している。
Ⅰ．資本主義経済下における均衡理論と為替理論の変遷
１．　資本主義経済下における均衡理論の変遷
　イギリスの産業革命以降の資本主義経済・社会は，需要供給の均衡理論
と為替相場理論の変遷を国内総生産 GDPの視点からまとめると次のよう
に変遷している。
　１）古典的自由主義経済学は，マルクスの社会主義経済学に対峙するも
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ので，重商主義批判と１８世紀末－１９世紀のイギリス産業革命（１７７０～１８３０
年）に基礎を置き，リカードやアダム・スミス（１７２３～９０）の国富論に
よって理論化された均衡理論がある。この時代の需要と供給は需要過剰
『需要＞供給』の時代である。スミスは商品の価値と資本分配機能は見えざ
る手により調整されるので，国家による生産・経済への介入は自然に反す
る。従って，自由放任こそ（自由主義経済）供給を増やし，国の富を増や
す政策であると論じた。為替は，金本位制であり，金の量によって通貨供
給量と財の価値が決まる時代であった。
　２）サムエルソンに代表される新古典派経済学の流れを汲むマーシャル
（１８４２～１９２４）の経済学原理は，国民所得・賃金分配論において，賃金（所
得）の増加が需要の増加をもたらし，供給を生み，利潤を増加させ，労
働・資本の調和をもたらすという有機的成長の経済理論であり，各国はこ
の理論を経済政策の柱に据えてきた。
　これらの理論体系は，価格が競争原理に対し完全に伸縮的であるので賃
金（所得）の増加が需要を生み，供給を生むので，供給が需要を作り出す
均衡理論である。従って，人間の合理的行動と競争原理により，需要と供
給は『供給＝需要』に一致する。この理論によって，英国の産業革命以来，
先進各国は英国をモデルにし，各分野において生産力の機械化が進み，供
給能力は拡大し，各国の国富は増大した。
　ワルラス（１８３４－１９１０）は，１８７０年代，限界効用理論に基づき，市場に
おいて貨幣を媒介手段にした財の売買は，財の『需要＝供給』が一致すれ
ば，貨幣の『需要＝供給』が一致する『財の総体価値＝貨幣の総体価値』
に均衡する。さらに，超過供給が生じても，共通の価値尺度で換算される
ので『財の総量（総額） ＝貨幣の総量（総額）』に一致する。このワルラス
の法則はランゲによって一般均衡理論として定式化され理論化された。こ
の理論による経済政策は，『財の総体（総量） ＝貨幣の総体（総額）』が一致
するので，需要と供給は民間の活力と自助作用によって均衡する。
　３）ケインズ（１８８３－１９４６）経済学による新自由主義経済学は，新古典
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派経済学を基礎に，政府主導の市場原理主義を導入した資本主義経済体制
理論である。
　１９２９年，世界経済恐慌は，ウオール街の株式大暴落による資本の収縮，
貿易の激減により大量の失業が発生し，各国は米国を除き金本位制を離脱
した。ケインズ理論は，政府の経済政策により需要を喚起し，失業をなく
すため，『有効需要の原理３）』『乗数理論４）』『流動性選好説５）』による財と通
貨の需給量に見合った政府主導の福祉国家の構築（大きな政府）を国の経
済政策とし，需要の拡大を理論化し，雇用の拡大を図った。さらにケイン
ズ理論は，固定相場制時代の政府主導による先進国経済政策の基礎理論を
築いた。固定相場制理論は為替相場が固定されているので，財の価値と量
が変動することによって固定している通貨の価値と量に均衡する［財の価
値の総量（総体） ＝通貨の総量（総体）］の均衡理論が成立する。
　主要国は，経済成長に伴って通貨の総量が偏在するようになるとドルに
対する金兌換が進行し，米国主導による金ドル平価制の維持が困難となり，
スミソニアン体制を経て変動相場制に移行した。
　４）新自由主義経済理論は，ケインズ理論の大きな政府政策が行き詰ま
ると小さな政府政策（減税効果）に転換し，政治・経済政策は民間活力に
よる需要拡大策となった。小さな政府による民間需要の拡大は，市場原理
等を基礎条件に民間の活力を増強し，経済の活性化を図る政策である。こ
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 ３）　ケインズはＹ＝Ｃ＋ＳおよびＹ＝Ｃ＋Ｉから国民所得Ｙ＝有効需要，「有効需
要＝Ｙ＝消費支出＋投資支出＋政府の財サービスの購入＋輸出」から有効需要の
原理による大きな政府の経済政策を導き出した。
 ４）　乗数理論は，投資の量が増加すると社会全体の何倍もの所得有効需要が生み出
される。
　ケインズの流動性選好説は Ｍ＝ M１＋ M２＝ L１（Y）＋ L２（r） の式により，総貨幣
の供給量Ｍがきまると総貨幣需要曲線 L１＋ L２ とＭの交点に一致するように利
子率が決まる。
 ５）　ケインズの流動性選好説は Ｍ＝ M１＋ M２＝ L１（Y）＋ L２（r） の式により，総貨幣
の供給量Ｍがきまると総貨幣需要曲線 L１＋ L２ とＭの交点に一致するように利
子率が決まる。
の具体的政策は，財政均衡理論，福祉・公共サービスの縮小，国営・公営
企業の民営化，経済の対外開放，規制緩和と競争促進，情報公開，などに
より小さな政府を目指し，大幅減税による民間活力を生み出し市場原理等
を基礎条件として経済の活性化に拍車をかける政策である。この政策理論
は，民間需要拡大による均衡理論であり，①マネタリズム６）や②サプライ
サイド経済学理論７）に支えられている。
　５）２００８年１０月の米国発金融危機は，過剰流動性による信用創造，ヘッ
ジフアンド等によるレバレッジ（テコの原理）を応用した信用創造が世界
的規模に膨張し，破綻すると関係金融機関によるデフオルト（債務不履行）
が発生し，連鎖反応を起こし，世界金融市場にショックが走った。その結
果，流動性は収縮し，その影響で株価は急落し，超一流の金融機関を始め
GMに代表される世界のトップ企業が，金融収縮による民間需要の減退と
信用収縮による自己資金不足から経営が行き詰まり，未曾有の金融危機の
事態を招いている。信用創造の収縮が雇用と需要を減退させ，その結果供
給は過剰となり，［財の総体価値＝通貨の総体価値］均衡理論の急激な収縮
を招いた。実態経済を超えた過剰流動性による弊害は信用創造と収縮によ
り，通貨の基礎条件・フアンダメンタルズの基準を問い質している。
　一方，財を表す国民経済生産による実態経済は需要の減退により生産過
剰となり，コスト競争・付加価値競争に敗れた企業は統廃合・M&A・自然
淘汰により財の総体価値の再構築を迫られ，サプライドエコノミックス理
論に支えられた均衡理論は崩壊に直面している。信用創造と収縮を支える
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 ６）　フリードマンによるマネタリズム理論；貨幣供給量の変化によって経済活動全
体の動きが左右される。また，消費関数の理論では人間の生涯所得の視点からケ
インズ学派の消費関数を見直した。
 ７）　ケインズ学派は，需要サイド重視の経済学に対し，供給サイド重視の経済学理
論を展開。資源（ヒト，モノ，カネ）を公共部門から民間部門へ，消費から投資
へ向けることにより生産力の強化，物価の安定が達成される。具体的政策は減税，
政府支出削減，規制緩和などを行う。しかし，レーガノミックス政策は大幅な財
政赤字を拡大し失敗に終わった。
有効な均衡理論がなく，実態経済の財と通貨の収縮は健全な企業の生存を
も危うくし，信用創造と信用収縮が経済に与える影響を問い質している。
　各国は，緊急対策としてヘッジフアンドの格付け・登録や FX等のレバ
レッジの倍率規制など金融工学のあり方を検討しているが，もはや新自由
主義経済理論で説明し難く，論理的に説明できる新理論が必要である。資
本主義理論から新しい社会主義経済理論への変革の兆しではなかろうか。
　本論は，実態経済の原点に返り，財の総体価値を国民経済計算による国
内総生産を GDPphで捉え，両国の GDPph比較による総体価値の均衡値
（GDPpar）が為替平価となる為替平価理論の成立を検証することにある。
通貨の交換価値尺度である為替相場は，両国の経済力を表す GDPphの総
体価値である GDPpar為替平価を尺度として決まる。また，IMFはオー
バーシュートする為替変動の安定と世界経済の安定・成長を図るために，
SDRは主要国通貨のバスケット方式に代えて GDPparの導入が為替レート
のより一層の安定を図る手段として有効となろう。
２．　為替制度の改革と GDPpar平価理論
　為替相場は，金本位制から，第２次大戦後のプレトンウッズ会議により，
IMF体制下における金ドル本位制を基準とした固定相場制へ移行した。米
国は，金ドル平価制により国家間の決済は，通貨価値の下落が金兌換に影
響するので，戦費の増大や経常収支赤字拡大により，金ドル平価制の維持
が困難となり，市場原理を柱とした変動相場制へ移行せざるを得なくなっ
た。即ち，為替相場理論は，金価格を基準にした平価理論から，金ドル兌
換による平価理論へ，さらに市場原理による変動相場制へ，世界の貿易・
投資拡大の時代に適応する変革を遂げてきた。変動相場制は通貨供給量に
制限条件がないため流動性が過剰となり，余剰通貨は思惑や投機的心理要
因に左右され，為替相場のミスアラインメントが生じ，為替相場をオー
バーシュートさせてきている。そのため，為替平価制あるいは固定相場制
への回帰などが検討されたが未だに理論化されていない。
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　本論は，為替の安定性を確保するために，市場原理による変動相場制理
論のフアンダメンタルズ（基礎条件），「両国の GDPph均衡値＝ GDPpar
平価」を為替相場の尺度に代えて，通貨の価値尺度としての役割を担って
いる。さらに，SDRのバスケット方式に主要国の為替レートに変えて
GDPparを導入することにより，為替相場の安定を図る。換言すれば，主
要国通貨の為替レートは GDPparを価値尺度とすることにより為替相場の
安定性と為替平価理論の有効性を確立する。さらに，IMFが目的としてい
る為替の安定による世界経済の安定成長のために，固定相場制や金・ドル
平価理論とも異なる，動態的で新しい CDPparによる為替平価理論の有効
性を検証することにある。
３．　GDPpar均衡値平価理論の基本的考え方
　９３SNA国連の国民経済計算は，企業会計手法を応用した国家会計手法で
算定する統一した国民経済計算であり，各国共通の基準で国民総生産 GNP
 ＝ GNIおよび国内総生産 GDP（GNPから海外要因を除外）が算定されて
いる。従って，GNP ≒ GDPの関係が成立する。また，９３SNAは国民所得
勘定，産業連関表，資金循環表，国際収支勘定，国民貸借対照表の５項目
を統合しているので，GDPは両国の実態経済の総体を表わす。従って，
IMFの IFS統計の GDPは対象国の付加価値生産性の総体価値を表し，対
象国の財および通貨の価値尺度であることを認めることができる。IMFの
IFS統計では英国・中国で GNPが掲載されていない時期があるので，以
下の本論は GDPに統一して GDPpar均衡値平価理論を論ずる。
　本論は，GDPpar均衡値平価理論を次の事実を基礎条件として論じる。
成立条件１：各国の産業・経済・社会構造が異なるが国内総生産（GDP）
は財の総体を表す。その理由は，「９３SNA国民経済計算勘定は，上記の５
項目を統合した実態経済の総体」を表している。換言すれば，これらの統
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計値を大量観察法８）により各項目を集団として観察するとき，GDPparは
基準国を１とした場合の対象国の国民所得＝国内総生産であるので，
GDPparの総体価値は「国内総生産性＝国民所得＝財の価値＝通貨の価値」
を表している。従って，経済構造や社会構造が異なっていても，その数値
は対象国の財の総体価値＝通貨の総体価値を表す。
解説：英国のエコノミストに掲載された世界１２０箇所で販売されている
ビッグマックの価格は消費者物価の総体を表すと仮定すると絶対的購買力
平価 pppによる為替レートの尺度と見なすことができるとして，一般的に
関心が寄せられている。ビッグマックレートが，GDPに占める比重として
は，商品１個の比重であるが，その国の消費者物価水準の総体を表すと見
なすとき，為替レートを象徴する尺度，絶対的購買力平価を表している。
　一方，相対的購買力平価pppは，GDPの１００％ではなく，米国GDPのう
ち消費者物価指数 cpiの比重が約７０％，日本 GDPが６０％程度しか含まれて
いない。しかし，GDPparは国民経済計算の総体価値を１００％表しているの
で，対象国の GDPpar＝経済力均衡値＝財の価値＝通貨の価値を表すとみ
なすとき，GDPpar平価であり，為替平価のフアンダメンタルズ（基礎条
件）となる指標である。
成立条件２：各国における為替相場の変動や金融・経済政策の実施は，一
定期間を経過する中で生産・経済活動の過程にその結果が全て織り込まれ，
国民経済計算により GDPに全てが吸収され，国内総生 GDPの GDPphは
総体なる。
解説：経済活動の結果である GDPは，対象国の金融政策（政策金利・貨幣
数量調節など）或いはインフレまたはデフレ要因による経済政策や資本移
動などが経済活動・生産活動・サービス活動の過程でそれらの全てを一定
期間内に吸収し消化し還元した結果が GDPの総体価値として GDPparに
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 ８）　大量観察法：一つ一つの統計はそれぞれの実態を表しているが，その統計の全
数をひとつの集団として考え，統計を大量の対象（集団）として観察することに
より，統計集団の特性を調査する手法である。
表われている。
成立条件３：GDPは，一定期間内（貿易契約による場合，生産から販売・
輸出まで約６ヶ月程度，信用状開設から決済まで約３ヶ月）で，生産から
輸出或いは国内販売における各段階で各種変動要因を全て吸収し，GDPに
組み込まれ，国民経済計算により GDPphに表われる。
解説：為替レートがオーバーシュートしても，経済がインフレやデフレに
見舞われてもそれらの実態はそのまま GDPparの総体価値として表れる。
成立条件４：GDPの予測は予測値を基礎条件とするとき，オーバーシュー
トせず，理論的予測の範囲で変動するので，為替の安定化が可能となる。
解説：GDP平価理論は，IMFや OECD加盟各国の GDP予測値或いは各
国政府や各研究機関の予測値が出るとその予測の範囲内で理論的に為替相
場は変動するようになる。それを超えてオーバーシュートすることは理論
的に生じない。また，GDP以外に為替平価理論を１００％カバーできる指標
が存在しないので，本論は，GDPparを基礎条件として為替平価理論を検証
する。
成立条件５：インフレまたはデフレは GDPの数値が膨張したり，縮小し
たりする。その結果，賃金や物価を高騰または下落させ，雇用を増減させ，
経済政策や金融政策に影響を与えるので，それらの影響は実態経済の中に
組み込まれ，GDPに還元し，当該国の財の価値＝通貨の価値の総体として
GDPparに具現化する。
解説：①インフレは，輸出競争力を高め，経常収支に貢献するので，国や
企業にメリットがあると錯覚するが，実態は，通貨価値を下落させ，経済
規模を膨張させ，物価を高騰させる。政策を誤るとハイパワインフレー
ションを招き，その結果は通貨価値の崩壊となり，国の経済基盤を破壊し，
国民の生活を破壊する。
　②デフレは，自国通貨価値を高め，国力・企業力を鍛え，人間の知力を
引きだし，生活を豊かにすることを忘れてはならない。従って，デフレに
耐える付加価値競争力を養う必要がある。
338― ―
修道商学　第　５０　巻　第２号
　９０年代の日本のように，デフレは通貨価値を高めたので，競争原理によ
り輸入が国内物価を下落させ，国内商品とのコスト競争が生じ，競争に敗
れた企業は淘汰される。企業が生き残るためにはコスト採算のある国に進
出し，生産活動等を通じて当該国の経済発展に貢献し，共存共栄を図る道
がある。一方，品質・技術開発力等付加価値生産に優れた企業は生き残り，
優れた付加価値生産やサービスで成長し，社会に貢献する。しかし，デフ
レは新分野の技術開発など付加価値向上の経済政策等を実行し，継続的，
長期的雇用を確保する政策目標の必要性が生じるが，政策を誤ると国の経
済規模を膨張させ，国の債務を拡大させるだけで，雇用対策は一時的現象
に終わり，景気は回復せず，デフレ不況となる可能性がある。
　デフレまたはインフレの長所と短所は逆に作用するが，それらから生じ
る実態経済は全て GDPparに集約され，財の価値＝通貨価値となって現れ
る。また，デフレによる通貨高は，輸出競争力を弱めるが，輸入競争力を
強め，通貨高は資本輸出が有利になり，企業の海外進出が優位になる。プ
ラザ合意で年平均レート２４０円が翌年１６０円に円高が定着する過程で，過去
の累積資本輸出総額が１年で達成され，円高によって日本の海外資本輸出
が飛躍的に増加し，国際化への道を切り拓いてきた実績があるので，円高
こそが持続可能な国益である。
　円安による輸出利益は一時的にすぎない。しかし，デフレによる円高は，
付加価値競争力を養い，デフレに耐える力が国の体質を改善・強化させ，
物価を安定させる一方，円高が海外進出を有利にするので，進出先の国・
地域の経済発展に貢献し，世界経済の安定成長に寄与するパラドックスが
存在する。
　以上の事実から，GDPparは国内総生産が，財の総体価値を表し，通貨の
総体価値を表しているので，次の定義と理論により GDPpar均衡値為替
平価理論を検証する。
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Ⅱ．言葉の定義および GDP均衡値為替平価理論
１．　言葉の定義と計算式
１－１）　【GDPph】：一人当たりの GDP　per headの略。
計算式１：【GDP総額÷総人口＝ GDPph】
ただし，日本の GDPphは先進国との通貨単位を調節するために１／１００
で計算した。
定義１：９３SNA国民経済計算による GDPphは国民所得勘定，国内総生産
GDP（財の価値），国の経済力（通貨価値）の総体を表す基礎指標となる。
解説：各国の産業・経済・社会構造が異なっていても国内総生産（GDP）
は対象国経済の総体を表すので，対象国の財の価値＝通貨価値を表す。
その理由は，「９３SNA国民経済計算勘定は国民所得勘定，産業連関表，資
金循環表，国際収支勘定，国民貸借対照表の５項目を統合した経済・産
業構造の総体」を表している。換言すれば，これらの統計値は大量観察
法により各項目を集団として観察するとき，基準国 GDPphを１とした
場合の対象国の GDPparは，実態経済を包括的・構造的に捉えた国の経
済力の総体「GDP生産性＝財の価値＝通貨価値」を表している。
１－２）　【$GDPph】：GDPphをドル建てレートで換算した数値が使用されて
いるが，ドル換算は錯覚であるとことをⅣ項で検証する。
計算式２：【GDPph ÷ドル建て為替レート＝ $GDPph】
２－１）　【GDPpar】：GDPparは GDP parityの略。GDP均衡値平価を表す。
計算式３：【対象国 GDPph ÷基準国 GDPph ＝ GDPpar】（GDP均衡値平
価）
先進国の場合，市場原理等が機能し，規制が存在しないことが基礎条件
となり，為替レートは GDPparに収斂し連動する。規制等が存在する場
合の為替レートは GDPparと乖離する。先進諸国間で市場原理等が機能
している場合の GDPparは，基準国（以下，米国を基準に論ずる）
GDPph１に対する対象国 GDPparの比率Ｘで財の均衡価値を示し，当該
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国の通貨価値を表している。
２－２）　【GDPpar ≒１】：両国の経済力が対等であることを表している。
定義２：GDPparは基準国１に対する対象国 GDPpar１で均衡し，先進国
並みの生産性に到達したことを示す。また，【為替レート≒ GDPpar】に
収斂し連動するとき，GDPparは平価であると定義できるが，規制等が存
在する場合の両者は乖離する。
解説：変動相場制下で，市場原理等が機能する場合，基準国の財との格差
が縮小し，GDPpar１は財の総体価値が均衡状態，GDPpar≒１の状態で
あるので，基準国総体価値１：対象国総体価値１或いは財の価値＝通貨
価値が対等であることを表す。
実例：【GDPpar ≒１】，１９６７年まで，日本は市場経済等規制および為替レー
トの固定により為替レートと GDPparの両者は乖離していた。ただし，
GDPparとその逆数である GDPgapは１でクロスし，生産性が基準国と
対等になったことを表している。
２－３）　【GDPpar ≦１】：基準国１に対する対象国の総体価値．Ｘ≦１を表
す。
定義３：【GDPpar ≦１】は基準国より対象国の生産性が高いかまたは均衡
していることを表す（注：英国のように市場原理が機能し，GDPpar数
値が１より低いことは価値が高いことを表す）。
解説：英国は，市場原理等が機能し，基準国より経済構造（所得構造）が
高い国（前基軸通貨国）のケースである。変動相場制下で市場原理が機
能する場合の GDPparは，総体価値を表す。高度経済構造は所得や品
質・技術などの付加価値が高いことを表しているので GDPparは１に均
衡するまで【GDPpar ＜１】となる。
実例：英国ポンドは，産業革命以降基軸通貨の地位にあったので，産業・
経済構造が【英国ポンド GDPph ＜米国ドル GDPph】，∴ 【GDPpar ＜１】，
相対的にポンドの為替レートはドルより高い総体価値を表している。英
国は，戦後ドルと双軸通貨としての地位を保ち，GDPparの高い生産性価
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値とコモンウエルズに象徴される高度の経済・社会構造の維持を図って
きた。ただし，英国は財と通貨の総体価値の乖離幅が，英国経済をイン
フレにし，１９５２年７倍あった GDPparが，２００４年２倍に格差を縮め，よ
うやく２００４年以降，為替レート≒ GDPparに収斂し連動している。
２－４）　【GDPpar ＞１】：市場原理等が機能するケース。
定義４：【GDPpar ＞１】対象国の財の総体価値が低いことを表すが，市場
原理等が機能しているので GDPparに為替レートが連動するとき実態経
済を表す GDPparは為替平価である。
解説：対象国の総体価値は基準国と比較してその数値だけ格差があること
を表している。ただし，市場原理等により為替レートが GDPparに収斂
し連動している。
実例：市場原理等が機能する場合，変動相場制下のドイツと１９９８年ビッグ
バン実施以降の日本のように為替レートが GDPparに収斂し連動して変
動する。
２－５）　【GDPpar ＞１】：先進国で市場原理等が機能し難い諸国のケース。
定義５：規制等により市場原理が機能し難い【GDPpar ＞１】はインフレの
高い国となる。
解説：韓国は，OECD加盟の先進国並みの国である。市場原理等が機能し
難い国或いはドルペッグ等，通貨の変動を規制している国においては為
替等のペッグによる障壁あるいは経済の歪みとなり，財の総体価値は通
貨の総体価値（インフレ要因）に均衡理論が機能せず，為替レートは
GDPparよりインフレ傾向が表れる。規制等の障壁を除去しない限り，為
替相場および実態経済の規制等による歪みの実態が表われ，為替レート
は GDPparに収斂連動するのではなく乖離して変動する。財の総体価値
均衡理論により，インフレによる通貨安は当該国の経済と国民生活に不
安要因を惹き起こすことになる。
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３－１）　発展途上国の GDPgap（中国）のケース
計算式４：【対象国 GDPph ÷基準国 GDPph ＝ GDPgap】
GDPgap Xが財の総体価値の格差値を表す。発展途上段階の中国のケー
スのように生産性格差が存在する場合，GDPgapは財の総体価値の格差
を表し，GDPgapの逆数が GDPparとなる。
解説：通貨のクロスレートの計算原理の応用のとおり，GDPgapの逆数が
GDPparを表す。
計算式５：【１÷ GDPgap ＝ GDPpar】
GDPgapの逆数は GDPpar均衡値平価であり，対象国の通貨価値を表す。
解説：GDPpar均衡値が基準国１に対する対象国 GDPparの総体価値Ｘを
表している。通常は為替レートが実態経済を表すと考えられているが，
GDPparが実態経済を表し，為替レートが通貨安で乖離して推移する。た
だし，市場原理等が機能し，さらに規制が除去されると「GDPpar≒為
替レート」に連動するようになる。
４－１）　GDPparと為替レートの関係
定義６：【GDPpar ≒為替レート】：GDPpar平価理論の骨格を表す式である。
GDPparに為替レートが収斂し連動する状態は，GDPparが実態経済を表
し，為替レートの連動は GDPparが為替平価であることを証明している。
解説：GDPparは財の総体価値を表すが，為替レートは通貨の総体価値を
表す。この両者が収斂し連動するとき，市場原理等が機能していること
を証明している。ただし，変動相場制下では GDPparは平価として安定
して推移するが，為替レートはオーバーシュートしつつ GDPparに収斂
し連動して推移する。
定義７：【GDPpar ≒為替レート≒１】：為替レートが GDPparに収斂し，
さらに両者が１に連動したとき，両国の生産性・経済力・為替レートが
対等であることを証明している。
解説：GDPparは実態経済の財の総体価値を表し，為替レートが通貨の総体
価値を表し，両者が１に連動することは両国の経済価値が対等になった
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ことを示している。また，この両者が１に収斂し連動するとき，両国の
生産性は対等で市場原理が機能し，GDPpar均衡値平価理論が機能してい
ることを証明している。
５－１）　固定相場と変動相場の GDPparと為替レートの理論的根拠
定義８：大戦後の１９５２年，貿易再開時の固定レートは，参戦国の経済崩壊
下の特殊レートである。ドイツは GDPparの４倍，また，日本は
GDPgapが固定レート水準として３６０円３．６倍に設定されてスタートして
いる。為替レートが固定されると経済・生産活動を通して GDPに市場原
理等が強く働き，均衡理論により為替レートとの乖離幅を縮小しようと
する市場原理等が機能し調整しようとするので，GDPparは経済成長と歩
調を合わせ，インフレ色を強めざるを得ず均衡理論に従って，固定レー
トに収斂し連動しようとする働きが生ずる。
実例：固定相場制下では，為替レートが固定されているので，GDPparが市
場原理等に従って，固定レートに適合するために，財がインフレ化の影
響を受けながら，財と通貨の総体価値に均衡しようと推移する。
解説：GDPparと固定レートの乖離は，通貨の固定と，市場原理等の不機能
にあり，経済が復興するに伴い，基準国（米ドル）の経常収支は赤字を
増幅させ，金ドル平価体制の維持を不可能にした。固定相場制下の日本
とドイツの図表Ⅰと図表Ⅲ参照。
定義９：固定相場制の問題点はドイツや日本のように GDPgap ≒ GDPpar ＝
１に収斂し，基準国と財の総体価値が対等になっても固定レートとの乖
離が存在するので，通貨の固定と，市場原理等により，対象国の財の総
体価値の低下となり，GDPparと固定レートとの乖離が基準国の通貨価値
と貿易競争力を弱め，しだいに金ドル平価体制の維持が理論的に不可能
となる。その結果，１９７３年，変動相場制に移行せざるを得なくなった。
　以上により，①市場原理等が機能する先進国，②経済格差が存在する発
展途上国，③先進国であっても規制等があり市場原理等が機能し難い諸国
に区分して国別に別添図表で GDPparと為替相場の実態を検証する。
344― ―
修道商学　第　５０　巻　第２号
２．　戦後の為替相場変遷の経緯と問題点
　１９４４年，IMFの誕生。世界大戦後の連合国通貨金融会議（プレトンウッ
ズ会議）においてケインズによる英国の「国際清算同盟案」とホワイトに
よる米国の「連合国および提携国安定基金案」が討議され，ホアイト案が
採用されて IMFが誕生し，ポンドに変わってドルが基軸通貨の座を占め，
金ドル本位制による固定相場制の国際通貨体制が誕生した。
　１９４５年，世界大戦によって，世界経済が疲弊し，参戦国の産業・経済は
崩壊し，IMF体制だけでは世界経済の復興に対応し切れず，米国のマー
シャルプランの援助等によって世界経済はしだいに立ち直りを見せ始める。
　１９５２年，固定レートの設定は，ドイツが実態経済を表す GDPparの３．４倍，
日本が GDPparの１０倍，GDPgap ３．０４４１の約２０％安である。６７年 GDPgap
と GDPparがクロスするまでの日本は発展途上にあるのでこの間の
GDPgapと GDPparを発展途上国として判断する必要がある。
　１９５８年，IMFによる国際収支調整或いはスタンドバイ取決め（外貨資金
の支援の取り決め）が，経済の立ち直りを支え，１９５８年に西欧１４カ国通貨
が交換性を回復した。米国は流動性のジレンマにより，固定相場制下で貿
易収支黒字幅を縮小し始め，金準備高を上回る赤字は金ドル平価体制の崩
壊を招き，民間直接投資の増加および海外軍事費の増大が米国の金準備を
減少させた。１９５０年，米国の対外金準備２３０億ドル，カバー率３２０％が，
１９７０年にはカバー率２７％に低下し，１９６６年頃にはドルの信認に陰りを見せ
始めていた。
　１９６７年，IMFは SDR（引出権）の大綱を決め，国際金融秩序維持のため，
国際決済に必要な公的準備資産の提供を図り，国際金融市場の役割と安定
を果たすことを目指した。
　１９６８年，英国の金市場が混乱し市場閉鎖。金プール７カ国会議で金の二
重価格制へ移行（金本位制崩壊）ドルの暴落から為替市場が閉鎖される。
日本は経済復興を果たし，GDPgap ≒ GDPpar ≒１となり，米国並みの生産
性を達成し，もはや戦後ではないと自覚した時期である。日本の経済力の
― ―345
神田：GDPparによる動態的為替平価理論の立証
回復は，６４年オリンピックと７０年万国博開催の自信にも現れている。
　１９７０年，IMFは為替の安定と世界経済の安定成長ならびに国際金融秩序
維持のために必要な金ドル等の準備資産を補充するために，SDR勘定の創
設をした。しかしながら，米国の国際収支の悪化による公的債務の増大は
各国による金兌換を発生させ，金ドル本位制に支えられた固定相場制の理
論的問題点が表面化した。
　１９７１年５月，ドイツマルクは変動相場制に移行する。
　同年８月，ドルショック。米国ドル防衛策でダウ暴落に続き，同年１２月，
対ドル金兌換停止（ニクソンショック）。スミソニアン体制により通貨の調
整（１ドル＝３６０円から３０８円に調整）を行い固定相場制を復活させ，IMF
会計をドル表示から SDR表示に変更した。
　１９７２年６月，英国は変動相場制に移行。ポンドショックで東証平均は大
暴落する。
　１９７３年２月，ドル売りが激化しスミソニアン体制崩壊。日本は変動相場
制に移行した。
　同年３月 ECは変動相場制移行した。
　変動相場制における為替理論では，大幅な経常収支赤字の歯止めがなく
なり，国際収支均衡が達成できない国が生じる。米国は経常収支恒常的赤
字をカバーするために，資本移動（連邦債購入依頼）や金利政策などによ
り国際収支の不均衡を緩和し，ドルの暴落を支える努力をしてきている。
　変動相場制下におけるオイルショック等資源の高騰やレーガノミックス
（ドル高政策）による影響が為替相場をオーバーシュートさせ，世界各国の
経済・財政に打撃を与えてきている。各国はそれぞれの立場で経済・財政
破綻に対応措置を執らざるを得ず，その痛みを受け入れざるを得なくなっ
ている。この間，為替変動による不安定性を避けるため，日米欧３極基軸
通貨間の固定相場制の再検討などが行われてきたが理論構築ができず，良
い対処療法がないまま現在に至っている。
　変動相場制理論は平価理論が不在であるため為替相場が不安定になり，
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さらに，市場原理等による需要供給理論には思惑や投機的心理要因を容認
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
しているので，為替相場はオーバーシュートし，為替相場決定理論の理論
的根拠と為替の安定性を確保できない状況にある。
３．　GDPparと為替相場の理論的関係
　本論は，相場理論が内包している思惑や投機的心理要因を排除するため
に，GDPpar平価理論を基礎条件として導入し，相場理論による不安定要因
を除去し，為替相場が安定して推移することを立証することにある。
　表Ⅰ，Ⅱ，Ⅲから作成した図Ⅰ，Ⅱ，Ⅲの GDPparは理論的で安定した
美しいアラインメントを形成している。これに対し，為替レートは不安定
で非論理的変動（ミスアラインメント）を繰り返している。さらに，為替
レートがオーバーシュートしながらも GDPparに収斂し連動傾向を示す事
実は，GDPparが為替平価であることを立証している。
　固定相場制時代においては為替の変動は固定されるので，実態経済を表
す GDPparが固定レートの影響下で，実態経済の歪みが生じ，固定レート
と GDPpar均衡理論により実態経済をインフレ化して是正を図ってきた。
　変動相場制下においては均衡理論が機能できるようになり，実態経済を
表している GDPparを核にして，為替レートが GDPparに収斂し連動する。
投機的心理要因による為替レートの理論的歪み（オーバーシュート）が為
替レートと GDPparの乖離に現れている。
　次に，IMFの SDRは，単なる SDR（引出し権）ではなく，IFS統計の
最初に掲載され，各国通貨の価値基準を示す SDRであり，さらに，SDR
はドル・ユーロ・ポンド・円の為替レートによるバスケット方式で１ SDR
の価値尺度が決定されているので，各国の SDRレートは自国通貨の価値
基準を表している。この各国通貨の価値基準値を示す SDRが主要通貨の
為替レートによるバスケット方式で決められているので，為替レートと連
動するが，GDPparと連動するとは云い難い。何故なら，為替の理論的根拠
は投機的心理要因を内包する相場理論であり，需要供給理論であるので，
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通貨の価値尺度（平価等）となる理論でないため，為替レートと同様に
SDRが不安定にオーバーシュートする原因となっている。
　本論では，GDPparによる SDRを算定していないが，図表が示すとおり
主要国通貨によるバスケット方式よりも，GDPparによるバスケット方式で
算定される SDRは平価理論によって支えられるので，オーバーシュートす
る理論的根拠が除去され，安定することが確実である。IMFが目的として
いる為替の安定による世界経済の安定成長のためには，市場原理による変
動相場理論ではなく，固定相場制や金・ドル平価理論とも異なる，動態的
平価理論による新しい為替平価理論（GDPpar）を採用し，為替の安定を図
る必要がある。
Ⅲ．主要国別 GDPpar均衡値平価と為替相場理論の論証
　本論は，Ⅱ項の計算式および定義により，１９５２年以降の GDPparと為替
レートに関し，基準国通貨を米ドルとし，対象国通貨，英国ポンド，ドイ
ツマルク・ユーロ，日本円，韓国ウオン，中国人民元を対象にして，
９３SNA国民経済計算により算定された GDPphの均衡値である GDPparを
為替相場の基礎条件として有効であるかどうかを具体的に検証する。
　９３SNAにより算定された基準国と対象国の GDPph比較による均衡値平
価 GDPparは基準国１に対する対象国の「GDPpar均衡値＝財の価値＝通
貨価値」を表す。従って，GDPparの安定性と為替レートのオーバー
シュートの変動状況の実態を検証するため，主要国別に GDPparと為替
レートの安定性を論証する。
（１）ドイツの GDPparと為替レートの検証
　ドイツは，表Ⅰ－１，Ⅰ－２および図Ⅰ－１，Ⅱ－２の通り，固定相場時代およ
び変動相場制移行後のオイルショック，レーガノミックス時代，東西ドイ
ツ統一と通貨ユーロの統一後の為替レートはオーバーシュートして変動し
ている。特に，為替レートがプラザ合以降，GDPparに収斂し安定して連動
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している事実は，特筆すべき事実である。また，図Ⅰ－１およびⅠ－２の通り，
１９８５年以降の為替レートが，ドル換算 $GDPparではなく，自国通貨建て
GDPparに見事に収斂し連動して推移している事実は，GDPphをドル換算
することが実態経済を歪曲することを示している。
これらの事実は市場原理が機能し，ドイツの経済・金融政策が安定性に優
れた金融・経済政策の結果を表している。その政策力と実績は，長年にわ
たり，ドイツが日本の人口の２ / ３にもかかわらず，市場原理等が機能し，
高い付加価値生産性を維持し，GDP総額は第３位であるが，総輸出入額は
日本を抜き，世界第２位の地位を維持し続けている事実がドイツの GDPpar
による実力を実証している。
　１９５０－７２年，固定相場制下では，通貨価値の固定が財の価値に影響し，
図Ⅰ－１の通り，右肩上りにインフレ化し，GDPparは１≦ GDPpar ＜２．５の
１５０％の範囲内で推移している。
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図Ⅰ－１．米国・ドイツ一人当たりの GDPph・$GNPphの推移
図Ⅰ－２．ドイツ為替レート，GNPpar・GNPgap・GDPpar・$GMPparの推移
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　１９５０年のドイツの固定レートは１ドル＝４．１９５０マルク，ドイツの GDPは
表Ⅰ－２および図Ⅱ－２の通り，GDPpar １．０４６０，GDPgap ０．９５６０である。
米国とドイツの生産性 GDPparはすでに１に均衡し，GDPpar １．０４６０≒
 GDPgap ０．９５６０≒１であるが，大戦後の経済混乱の中で為替レートは４．１９５
に固定され，GDP平価に対し約４分の１の価値（マルク安）で設定されて
いる。大戦後の経済混乱期のなかで，経済・社会の実態が低く評価された
結果である。ドイツの生産性が早くも均衡点に達していたことは驚きであ
り，ドイツの経済力評価を低評価したように思われる。その後，固定レー
トは５回にわたり調整され，変動相場制に移行したが，ドイツの実力は今
もなお日本を凌ぐ貿易実績を維持し続けている事実がある。（輸出入データ
省略）。
　また，固定相場制下の対ドルマルク安は図Ⅰ－１に表れているように，定
義３の通り，［GDPparが固定レートに連動する市場原理］が機能する中で，
GDPparと為替レートとの格差（マルク安）は，５回にわたり固定レート
をマルク高に微調整したものの，調整が不完全で，財と通貨の総体価値理
論が基軸通貨ドル体制を疲弊させてきたと想定できる。この固定相場制の
弊害は金ドル平価体制の維持を困難にし，１９７０年ドルショックが発生，
１９７１年８月，スミソニアン体制に移行し，各国通貨は調整された。しかし
ながら，固定相場制の維持は困難と判断され，１９７３年変動相場制に移行し
ている。
　１９７３－８５年，変動相場制になると，市場原理が機能し，定義３の通り，
為替レートがレーガノミックス時代を除き，GDPparに収斂し「為替レー
ト≒ GDPpar」に連動している。１９７３年から２００８年間の GDPparに対する
為替レートの乖離率は７３％安から９％高であるが，年平均乖離率は２０．２％
で驚異的安定度である。
　１９８６－９８年，ドイツの財の総体価値 GDPparが固定相場制下の年平均
１．８４から変動相場制下では１．５４「１．８４＜ GDPpar ＜１．５４」，に縮小している。
「為替レート≒ GDPparに収斂・連動」すると，両国の為替レート≒
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 GDPparはほぼ等価となり，実態経済を反映して連動している。なお，１９８６
年以降の年平均変動率は１８．９％と安定している。
　１９９９年，ユーロ統合により為替レート ０．９３８６と GDPpar ０．７３４７が１に
クロスし，２００８年，対象国の財と通貨の総体価値は GDPpar（０．６５４８）＜１，
為替レート（０．６８２７）＜１になり，基準国を約３５％超えたことを示している。
また，１９８６年以降の年平均乖離率は１８．９％，１９９９－２００８年間の年平均乖離
率は２８．９％，２００４年以降，１６．５％となり，ユーロ統一による GDPparとの
乖離はオーバーシュートしたと見なすことができる。
　ドイツは，１９９９年 EU諸国がユーロに通貨統合した際，GDPparは
１．４６５８から０．７３３３に調整され，為替レートも１．７５９７から０．９３８６に調整され
た。しかし，ユーロ統一後の参加国間の足並みが乱れ，２０００－２００２年間，
財と通貨の総体価値はユーロ安に推移したが，２００３年以降のユーロは統合
時の価値評価に戻り，２００７年，GDPpar ０．７０２５は３０％並びに為替レート
０．８８６０は１０％余り，ユーロ高に推移し，ドイツから見たユーロは準基軸通
貨として健全な連動状態を維持している。
　２００８年，GDPpar ０．６４５８，米国 GDPphの３５％高，為替レートは０．６８２７， 
３２％ユーロ高，ドル換算したユーロ $GDPpar ０．９６１４は４％ユーロ高で推
移し，GDPpar ０．６５≒為替レート０．６８で金融ショック年にもかかわらず連
動状態にある。しかし，GDPphをドル換算した $GDPpar ０．９６となり，ド
ル換算が理論的に誤りであることを示唆している。
　変動相場制下のドイツの GDPparと為替レートは，２００８年 GDPpar 
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
０．６４５８（３５．４％）が為替相場０．６８３（３１．７％），財と通貨の総体価値が高く
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
なり，乖離率５．４％は，GDPparを基礎条件とする為替平価理論のモデルで
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
ある。両者がモデルどおり収斂し連動して推移し，GDPpar≒為替レートが
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
実態経済を実証（為替レートには心理要因を含んで変動するので近似値≒
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
となる）しているので，本理論の正しさを検証している。
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
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（２）英国の GDPparと為替レートの検証
　英国は，産業革命以降，基軸通貨国として高度の経済構造を構築してき
た。プレトンウッズ会議において基軸通貨論争の結果，ドルが基軸通貨と
なった。が，しかし，英国の高度経済社会構造は，現在，米国に対し
GDPpar ０．５＜１の高付加価値経済構造を確立している。
　１９５２年 GDPparが米国１に対し７倍高い水準 GDPpar ０．１３６６，ドル・ポ
ンドの固定レート０．３５７１ポンドはドル換算した $GDPpar ０．３８２４を基準に，
ほぼ均衡値で設定されている。
　１９５０－７２年，固定相場制時代下の英国の GDPparと固定レートは高度に
成熟した経済構造を図Ⅱ－２の通り反映して推移している。１９５０年の英国は，
戦後経済混乱の影響のためか，固定為替レート１ドル＝０．３５７１ポンド，
GDPpar ０．１３６６，乖離幅２．６倍，GDPparの２．６倍ポンド安で固定レートが
設定されている。
　英国の GDPparは，米国を１とすると英国は５倍以上の高い付加価値水
準でバランスを維持し，同時期の為替レート÷ GDPparの乖離率は約２～
２．６倍，GDPparに対し為替レートは年平均２倍のポンド安の乖離で推移し
ている。この事実は，図Ⅱ－２，表Ⅱの通り，１９５０－７２年固定相場制下の対
米国 GDPparは平均０．１７２４（GDPpar５倍以上），財（GDPpar）の総体価
値格差で推移している。
　１９７３年，変動相場制以降の為替レートと GDPparは，表Ⅲおよび図Ⅱ－１，
図Ⅱ－２参照の通り推移している。
　１９８５年プラザ合意年，英国は，GDPpar ０．３５４５，$GDPpar ０．４５９５，為替
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図Ⅱ－１．米国と英国の GNPph・GDPph・$GNPph・為替レートの推移
レート０．７７１４，為替レートは GDPparの２．２倍ポンド安に乖離しているため
にインフレを誘発していた。１９８６年，英国は金融改革による経済立て直し
をするためビッグバンと命名した改革を実行している。
　１９８７年，プラザ合意後経済が安定した年の英国の為替レート０．６１０２， 
３９％，GDPpar ０．３７６７で６２．３％，ドル換算 $GDPpar ０．６１１７，３９％高，為
替レートは $GDPpar ０．６１１７ほぼ等価であり，為替レートは $GDPparに連
動しているように見えるが図Ⅱ－２の通り，GDPparを為替レートで換算し
ているため為替レートと同様にオーバーシュートし，逆相関関係にある。
　１９９９年，ユーロスタートにより，為替レートは２００２年より GDPparに収
斂し始め，ついに２００７年 GDPpar ０．５０４９，為替レート０．４９９６，為替レート
≒ GDPparは為替レートがほぼ等価で推移し，定義６［為替レート≒
 GDPpar］を実証している。
　変動相場制以降後の GDPparと為替レートの乖離率は，７３－０８年間平均
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
５２．１％であった。英国ビッグバン以降の８６年－０８年間の同平均乖離率は
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
３４．４％に縮小し，ビッグバンの影響が現れている。さらにユーロ発足に伴
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
い９９－０８年の同平均乖離率は１９．９％に大幅に縮小している。特に２００４年以
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
降の同平均変動率は５．９％となり，GDPpar平価を検証している。
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
　０８年，ドル換算の $GDPpar ０．９８９４は，表Ⅱ－４の通り，為替レート
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
０．５３９６に対し，約２倍（GDPpar ０．５０５４もまた２倍）乖離があり，ドル換
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
算の $GDPparは実態と大幅に乖離し，ドル換算の理論的誤りを立証して
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
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図Ⅱ－２．英国為替レート，GNPpar・GNPgap・GDPpar・$GMPparの推移
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いる。
　英国の財と通貨の総体価値の特性は，１９７３年変動相場制移行時の
GDPpar ０．２０２４および為替レート０．４０７８は GDPparに対し２倍，財と通貨
の総体価値格差があった。さらに，英国と米国の GDP格差は１対０．２０２４，
約５倍の高い GDPpar構造があったので，為替レートと GDPparの格差が
実態経済に影響を与え，英ポンドの評価安はインフレの原因となり，英国
経済に潜在的インフレ要因を内在させて推移してきた。その中で特に，オ
イルショックに続きレーガノミックスによるドル高ポンド安は，GDPparと
為替レートの乖離から生じる潜在的インフレ要因を加速させ，英国のビッ
グバンへの引き金となったと想定せざるを得ない。
　２００８年，に至り，英国 GDPpar ０．５０５４≒為替レート０．５３９６で完全に収斂
し連動しており，１９７３年の GDPparと為替レートの２倍あった乖離が収斂
され，定義６［為替レート≒ GDPpar］に均衡し，ついに為替レートと
GDPparが均衡値を保って推移している。
　為替レートは１ドル≒０．５ポンド，GDPparは米国１に対し英国 GDPpar 
０．５となり，GDPpar ≒為替レートの財と通貨の総体価値は均衡し，為替平
価が成立した。さらに，７３年英国と米国の GDP格差が５倍あったが定義３
により，０４年には経済価値・付加価値のある高度経済・社会構造を米国１
に対し GDPpar ０．５，付加価値生産性格差は２倍に縮小し，本論の GDP平
価理論の成立を立証している。
　グローバル経済下における，自由競争の原理が機能する情勢下で，２００４
年以降ポンドとドルは，〔GDPpar ≒為替レート〕に収斂したが，GDPpar
の価値格差はまだ２倍維持している。GDPpar ０．５が示す事実は，過去にお
いて基軸通貨であったポンドが築き上げてきたドルとの格差を依然として
２倍を維持していることを示しており，英国の経済・社会構造が現在に至
るもなお，基礎条件において米国より２倍の付加価値のある経済構造を構
築している。この GDPparの実力は，対米比較で２倍のポンド価値が存在
し，付加価値製品による生産性を維持していることになり，英国の実力は
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驚嘆に値すると言えよう。
　一例ではあるが，英国は，２００７年現在もなおロンドン金融市場の取扱高９）
はニューヨーク金融市場の約２倍を維持し続け再保険は英国の保険会社に
付保し，貿易ルールは英国のルールが国際ルールなどの事実は英国の実力
と評価すべきである。また，英国産業革命以来，高級紳士服は通常の日本
の紳士服の５倍以上の高付加価値を今もなお誇っている。この事実は今な
お，大英帝国のナイト（騎士道）の誇りを維持し続けているように思われ
る。
　英国は，大戦後から GDPparと為替レートの大幅な乖離は，輸出促進の
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
ためか或いは基軸通貨の伝統的価値の維持のための経済対策によるものか，
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
いづれにしても同乖離は英国を常にインフレ対策に悩ませながら，結果と
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
して格差を縮小してきたが，財と通貨の総体価値理論から判断して，早い
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
時期に乖離幅を修正すべきであったといえる。修正を果たした現在におい
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
ても，基準国の２倍 GDPparが高い総体価値を維持し続けているのは，コ
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
モンウエルズによる高度経済構造国家として経済・社会構造を確立してい
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
る結果であろう。
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
（３）日本の GDPparと為替レートの検証
　１９５２－６６年，固定相場制下の日本は，市場原理等が機能し難く，GDPpar
＞ １，GDPgap ＜１であり，基準国GDPph１に対する対象国GDPparは発
展途上国並みの GDP生産性格差を表している。６７年 GDPgapと GDPpar
がクロス［GDPpar≒ GDPgap≒１］し，米国の生産性と対等となった。
　例証：戦後経済の混乱期のなかで，１９５２年日本の固定レート３６０円は，
GDPpar ０．３２８５の逆数 GDPgap ３．０４４１（３０４．４１円），ほぼ固定レートと
２０％安でスタートし，財と通貨の総体価値に理論的根拠を与えている。
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 ９）　「修道商学」第４９巻第２号掲載（予定）の表１０．「世界の主要外国為替市場の１
日平均総取り扱い高推移」を参照。２００７年のロンドン市場の取扱高１３５９０億ドル
３４．１％，ニューヨーク市場６６４０億ドル１６．６％となっている。
　１９６７年，固定相場制下で経済成長が加速し，日本は図Ⅲ－１の通り，GDP
生産性が向上した結果，同年 GDPgapと GDPparが１でクロスし，米国と
生産性が対等になったことを示している。が，為替レートが固定されてい
るので乖離幅が大きく実態経済を反映できないため，市場原理は機能せず
物価安に働き，財と通貨の総体価値理論の通り，GDPparが固定レートの影
響で右上がりに，財の総体価値はインフレに振れ，固定相場制の弊害が表
れている。市場原理等が機能し，為替レートが固定されていなければ
GDPgapに連動し，１にクロスしたであろう。日本の実態経済は，定義３
による GDPparが固定為替レートに収斂するために右肩上がりに推移し
た事実は，為替レートの固定化のほかに市場原理等，機能し難い障壁があ
ることも想定できる。
　１９７３年，変動相場制に移行すると定義４による市場原理が逆に機能し易
くなり，為替レートが GDPparに急速に収斂している。市場原理が機能し
始めると，為替レート≒ GDPparに収斂する傾向が強くなる。GDPparは
実態経済を反映するとともに，為替レートが GDPparに収斂するように市
場原理は機能する。その結果，為替レート≒ GDPparが均衡状態に入り，
GDPparに連動することは財と通貨の総体価値が対等になり，GDPparが平
価となっていることを示している。ただし，１９７３年第１次オイルショック，
７９年第２次オイルショック，８１年レーガノミックスによるドル高政策によ
り，為替レートは GDPparと大きく円安に乖離している。その中にあって
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図Ⅲ－１．日米 GNPph・GDPph・$GMPphの推移
GDPparは，定義１－２の通り安定的に市場原理どおりに右下がりに推移
している事実は，GDPparが為替平価の基礎条件として相応しいことを検
証している。
　１９８５年，プラザ合意で定義６の通り本格的にGDPpar ≒為替レートに収斂
を果たした。
　日本は，国土が狭く，１．２７億人の人口を抱え，経済成長を遂げてきたの
で，資源エネルギーの海外依存（原油は９９％依存）が高い日本の経済・社
会構造は，ドル高円安で貿易を促進する輸出型産業構造となり，円安指向
の中で輸出戦略を有利に進めてきた。
　１９９１年，日本経済は，定義４－６の通り，バブルの崩壊と共に，為替
レートは GDPparから大幅に乖離し，ビッグバンによる市場開放まで円高
が続いている。この間，金融と輸入の障壁が高いため，市場原理が機能し
難く，日米構造協議，包括協議により，市場開放を迫られながら円高に推
移する結果となった。国内では円高による輸入物価との競争力が経済・社
会構造へ影響し，国内の物価を低下させてデフレ現象を発生させてきた。
一方では，円高化による輸出コスト削減のため，終身雇用と年功序列賃金
体制が変革し，消費者犠牲による輸出戦略となったと判断される。８６－９７
年，GDPparに対する為替レートの年平均乖離率は０．９７５９（２．５％）の円高
基調で推移している。
　１９９８年，日本版ビッグバンにより市場開放を実行した結果，定義４およ
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図Ⅲ－２．日本の為替レート，GNPpar・GDPgap・GDPpar・$GMPparの推移
び６の通り，市場原理が機能し，図Ⅲ－３の通り，GDPpar ≒為替レートとな
り，為替レートが GDPparに収斂し実態経済を反映し連動している。９８－
０８年，GDPparに対する為替レートの年平均変動率は１．１２１１（１２％）の円
安基調で推移している。
　２００４年，市場原理が機能した結果，ついに定義７の通り，GDPpar ≒為替
レート≒１に収斂し，両国経済は名実ともに対等になり，１を中心に連動
体制に入っている。
　２００８年，日本の GDPpar ０．８５００は為替レート１．０３３６（１０３．３６円），
GDPparに対する財の総体価値は乖離率約２２％円安に傾斜している。１９７３
年の GDPpar １．５８２７と為替レート２．７１７０，７０％あった実態経済との乖離率
がビッグッバン以降縮小し，２００４年以降は，［為替レート≒ GDPpar ≒１］
になり，１に均衡し連動してきている事実は，GDPpar均衡値平価理論の正
しさを立証している。
　２００８年，米国発金融危機の中で円のみが強くなり，為替レートは８０円台
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
後半を記録し（GDPpar ０．８５），２００９年７月現在９０円台前半で推移している
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
事実は，本論の GDP平価理論の成立を立証している。
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
　日本は小さな島国に１．２７億人以上が住み，資源エネルギー・原材料・食
料等を海外に依存しているため，輸出型産業構造を構築してきたので，日
本人は円安性善説のように考えているが円安は日本にとって良いことであ
ると思われない。
　円高は，国際コスト競争力を失うが，しかし，輸入コストが下がり，国
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
内物価を引き下げるので，生活費が削減され，生活安定・向上に貢献する。
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
また，通貨高は競争原理が機能し，技術水準を高める努力によって付加価
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
値を高め，世界的付加価値競争力を強め，通貨の総体価値を高め，国や個
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
人の資産価値を高め，海外投資や企業進出を優位にしてきたので，円高は
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
性善説として受け入れるべき時代に入っている。円高が日本の国際化と高
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
度成長を支えてきたと考えるべきである。
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
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（４）韓国の GDPparと為替レートの検証
［韓国為替相場制度の変遷と GDP均衡値平価の推移］
　１９７３年，変動相場制移行に際し，米ドル１に対し GDPgap ０．２４１６，
GDPpar ４．１３９６≒為替レート３．９８３２≒ウオン SDR ３．９７４８≒４で均衡した状
態でスタートした。ただし，GDPparは GDPgapの逆数である。韓国経済
は対米輸出戦略としてドルペッグ制を導入し，輸出競争力の強化による貿
易収支の改善を図ってきた。
　１９８０年，複数通貨バスケットによるペッグ方式を採用した。
　同年，GDPgap ０．８０７６，GDPpar １．２３８２，為替レート６．０７４３，ウオン
SDR ６．５９９０となり，GDPgapと為替レートの格差は４．９倍ウオン安でイン
フレが拡大している。
　１９８３年，韓国 GDPgap ０．９４２５≒ GDPpar １．０６０５≒１に均衡し，GDPは
米国と対等になった。しかし，韓国は金融等の規制とウオン安輸出政策に
より為替レートはオイルショックとレーガノミックスの影響も加わり，為
替レート１ドル＝７．７５７５ウオンと GDPpar １．０６０５との格差７．３倍，為替
レートは実態経済から大幅安に乖離している。
　１９９０年，管理フロート制に移行した。（前日の銀行間レートを加重平均し
て為替レートを決定）
　GDPpar １．７９６４ ＝ GDPgap ０．５５６７，為替レート７．０７７６≒ウオン SDR 
７．１６４０となり，GDPparと為替レートとの格差は７．３倍から３．９倍のウオン
通貨安に格差を縮小している。
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図Ⅳ－１．韓国と米国の GNPph・GDPph・$GNPphの推移
　１９９５年，GDPparと為替レートの乖離は年平均２．５倍に縮小する。。
　GDPpar ３．０５２７．＝ GDPgap ０．３２７６，為替レート７．７１２７≒ウオン SDR 
７．７４６９となり GDPparと為替レートとの格差は３．９倍から２．５倍のウオン安
に縮小した。
　１９９７年，完全変動相場制に移行する。
　GDPpar ３．２７６３．＝ GDPgap ０．３０５２，為替レート９．５１２９≒ウオン SDR 
１６．９４９４となり，GDPparと為替レートとの乖離は２．５倍から２．９倍のウオン
安に拡大している。
　１９９８年，バーツに端を発した金融ショックに見舞われ，海外調達してい
た金利の安い短期資本の導入は，ショックにより流出したためウオン安に
拍車をかけた。GDPpar ３．０５２２．＝ GDPgap ０．３２７６，為替レート１４．０１４４≒
ウオン SDR １２．０４０３となり，GDPparと為替レートとの格差は２．９倍から
４．６倍，大幅にウオン安が拡大している。
　２００７年，GDPpar ４．１３９６．＝ GDPgap ０．２４１６，為替レート９．２９２６≒ウオン
SDR ９．３６０７となり，GDPparと為替レートとの格差は４．６倍から２．５倍のウ
オン安に縮小している。　韓国の GDPgap（格差）０．２４１６は米国の生産性の
約４分の１，発展途上国並の格差であり，GDPpar ４．１３９６は米国の１ / ４の
生産性であり，為替レート９．２９２６は１対９であるので，GDPparに対する
為替レートの乖離は２．２５倍ウオン安となっている。この GDPparと為替
レートの乖離は規制等の影響の結果であり，ウオン安輸出政策の結果，輸
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図Ⅳ－２．韓国の GNPpar・GDPpar・$GNPpar・為替レートの推移
入コスト高となり政策の弊害が中進国段階の経済構造格差に逆戻りしてい
るように思われる。
　２００８年，後半（９－１０月）世界金融ショックによりウオン急落する。
GDPpar ４．１０１７．＝ GDPgap ０．２４３８，為替レート１１．０２０５≒ウオン SDR 
１１．５９５８となり，GDPparと為替レートとの格差は２．６倍のウオン安となっ
ている。このような韓国経済の２倍を超える GDPparとの格差は，技術力
等の付加価値水準が高いにもかかわらず，規制による通貨との格差拡大の
原因が背景にある。また，それらを助長しているのは中企業が育っていな
いため，部品輸入コスト高となり，インフレを助長する原因となっている。
　２００９年，韓国経済の≪６つ子の赤字≫
　経常収支の赤字：貿易収支およびサービス収支による赤字，貿易収支の
赤字は２００９年１－３月ウオン安による輸出の黒字化が期待できるが，主要
部品，加工原材料の海外依存度が高いので，ウオン安による輸入コストの
影響が予想外に貿易収支赤字問題となっている。
①　資本収支の赤字：ウオン安による海外資本流失の赤字。長期・短期
資金流入のためにはウオン高による為替の安定が基礎条件である。
②　財政赤字：景気対策等による赤字は世界的金融ショックによる内需
拡大等の基礎条件に問題がある。
③　中央銀行の赤字：国債・社債等の買オペによる債務増加並びに国際
収支赤字による。
④　家計の赤字：社会保障制度の完備により貯蓄の必要性が緩和されて
きたが，一方で，IT機器の普及，教育費による支払い増加などの影響
により家計の赤字が問題化している。
　韓国は，１９７３年変動相場制移行後，一人当りの国民所得 GDPphは１，５７７
から２００７年１８６，８９１に１００倍を超える上昇があり，インフレ傾向が強い経済
体質となって推移している。その理由は，政府主導による工業先進国を目
指すために，輸出振興経済政策を推進し，金融・経済の規制緩和をせず，
安易にウオン安政策と上記ドルペッグ・管理フロート制等による為替金融
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非自由化政策を採用し，為替相場を管理・調整してきたため，市場原理が
機能し難く，韓国の GDPの生産性の競争力を弱め，インフレに拍車がか
かる政策を執ってきた結果である。１９７３年 GDPpar ０．２３９５から２００７年
４．１３９６，１７倍，為替レートは３．９８３２から９．２９２６，２．３倍となり，上記事実
を証明している。
　本来，為替レートは，経済の成長と共にウオン高となるべきであるが，
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
韓国経済は逆に２．３倍大幅なウオン安となり，韓国経済の問題点を露呈して
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
いる。
識 竺鴫鴫鴫鴫
　ウオン安は輸出振興となるが，韓国経済を疲弊させる結果を招いている。
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
為替レート９．２９２６はGDPpar ４．１３９６から判断すると通貨価値は１ / ２以下で
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
あり，国民の生活と経済安定成長を犠牲にしたレートとなっている。その
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
原因は，韓国金融・経済の規制とドルペッグ政策およびウオン安輸出振興
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
政策に起因しており，ウオン高政策に耐える経済構造に変革しない限り，
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
為替の安定は期待できず，実態経済との乖離の是正は困難であろう。
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
（５）中国の GDPparと為替レートの検証
　米中の一人当たりの GNPphおよび GDPphの各グラフは連動している
が，中国の GNPphは１９９６年より掲載されていない。また，GDPphにより
算定された GDPgapは経済・生産性格差を表すので，GDPgapの逆数， 
１ /GDPgap ＝ GDPparを均衡値平価として採用した。GDPparは安定して推
移しているが，ドル換算の GDPparは大幅に乖離して推移し，実態経済を
反映せず，為替レートによるドル換算の問題点を表している。１９９４年，
GDPparは為替レートと交差し中国経済の転換点を示している。
１）．中国為替相場制度の変遷と GDP均衡値平価の推移
　中国為替相場制度の変遷１０）は次の通りである。
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１０）　韓国および中国の為替相場制度の変遷は「外国為替がわかる事典」三宅輝幸著，
日本実業出版社，１９９８年参照
　１９７８年，改革開放年１１）。
　１９８１年，公定相場制と貿易取引内部決済相場制の２本建て相場制を採用。
　１９８５年，内部相場制を廃止。
　１９８６年，外貨調整センター設立し，外貨の需給を反映した相場制を導入。
　１９９１年，固定相場制である公定相場制から管理フロート制を導入。
　１９９４年，外貨調整センターと公定相場制を１本化し，海外取引センター
を新設。銀行間市場および外貨調整市場における厳格な管理フロート制。
　１９９８年，アジア金融ショックおよび１９９９年１月１日ユーロスタート。
　２００１年，WTOに加盟。
　２００８年，中国は，法整備により WTOに加盟したので，世界各国の信用
を得た。その結果，中国の外国企業誘致政策により輸出入額が日本を超え，
経常収支，外貨準備が急増している。なお，GDPgap，GDPpar，為替レー
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１１）　中国は，１９７８年改革開放政策に転換したので，IMFの IFS統計はこの年から
記録されている。
図Ⅴ－２．１９７８－２００８年間の米中為替レート，GDPpar・$GNPparの推移
図Ⅴ－１．米中の GNPph・GDPph・$GNPphの推移
トの動向は次項の通りである。
２）．中国の GDPparと為替レートの検証
　発展途上国は GDPgap ＜１であり，GDPgapが経済発展途上段階の経済
状況を表し，基準国の生産性と対象国の生産性の生産性格差を表している。
また，対象国の GDPgap格差を GDPpar価値に換算する場合，計算式５の
通り，GDPgapの逆数「GDPpar」が成立し，GDPpar平価を表している。
なお，２００７年，中国の為替レート７．６０７５，GDPgap ０．４１１１，GDPpar 
２．４３２２，$GDPpar ０．３１９７であり，中国のデータは表Ⅴ，図Ⅴの通りであ
る。従って，GDPparと為替レートの格差は３．１倍存在する。
　中国の経済・社会は発展途上の段階にあるので，中国の GDPparと為替
レートは，定義５の GDPgap ＜１，発展途上国のケースに相当する。従って，
中国の GDPの均衡値である GDPgapは定義５により経済格差を表してい
るので，経済価値＝ GDP均衡値平価は GDPgapの逆数が GDPparとなる。
　１９７８年：GDPと為替レートは GDPgap ０．０３６５および GDPpar ２７．３９５１
と為替レート１．６８３６である。中国は共産主義国家から改革開放に向かった
年であるので，実力は対ドル GDPpar ２７．３９５１である。しかし，為替レート
は，共産主義国家として管理レートを政治的に決めていたため，経済・社
会の実態と遊離し，GDPparに対する１６倍の過大評価になっている。従っ
て，表Ⅴ－２および図Ⅴ－２の通り，１９９３年までは，為替レートが中国の
GDPparによる経済価値の実態を表していない。
　１９９４年：為替レート８．６１８７，GDPpar ６．８３３７，GDPgap ０，１８４３であり，
ようやく中国の GDPgapと為替レートは図Ⅴ－１の通りクロスし，正常の
GDP均衡値平価に近づいてきた。しかし，中国は１９９４年に管理フロート制
に移行し，２００５年まで１ドル＝８元台に固定していたため，定義３－２に
より GDP均衡値平価と連動せず，大幅の元安に推移している。
　２００７年：中国の GDP均衡値平価は GDPgap ２．４３２２であるが，為替レー
トは７．６０７５であり，その格差は約３．１倍の元安である。
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　中国は，２００１年，念願の WTO加盟が認められ，中国経済は急速に２桁
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
の経済成長過程に入り，２００６年以降，GDP総額は日本を抜き，世界第３位
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
の地位を占めてきたので，米中経済交渉の結果，徐々に元高に調整し，
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
２００８年９月現在１ドル＝６．８３０６元に調整されている。２００７年平均 GDPpar
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
は２．４３２２であるので，まだ約２．８倍の格差が存在する。中国の財と通貨の総
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
体価値の推移は，格差が存在するものの，表Ⅴ－３の特殊事情を考慮すると
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
正常な状態で推移している。
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
　特殊事情である中国の国内経済格差１２）は貴州省（後発発展途上国並），
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫識 竺鴫鴫識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
広東省（中進国並），上海（先進国並）および中国平均値（GDPgap 
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
２．４３２２）は発展途上国並であり，上海と貴州省の GDP格差が約１０倍存在す
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
る。日本は東京と沖縄の格差が約２倍であるが，中国は，後発発展途上の
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
省から先進国並みの上海まで，中国内にすべての格差が存在する国内経済
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
事情がある。従って，中国は，為替レートを急激に GDPparに調整すると
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
国内経済に混乱を生じ，世界経済に多大な影響を及ぼすので，調整が非常
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
に困難な国内経済事情を抱えている。
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
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１２）　中国の経済格差は『GDPから中国人民元平価とその問題点を分析する』「国際
金融」（財）外国為替貿易研究所発行，１１６７号２００６年８月１日を参照
表Ⅴ－３　２００４年米国・上海・中国平均による中国国内の
GDPgap生産性格差比較
備　考中国比較上海比較GDPgap中　国
先進国４．３７　０．８０１．００００米 国
先進国４．３３　０．７９０．９９０８日 本
先進国５．４９　１．００１．２５７３上 海 市
中進国２．１１－０．３９≒１/２．５０．４８４１広 東 省
発展途上国１．００　０．１８≒１/５０．２２９０中国平均
後発発展途上０．４５　０．０８≒１/１２０．１０２２貴 州 省
Ⅳ．為替相場関連理論の問題点
１．　GDP均衡値平価と為替レートの安定性の検証
（１）GDPphデータをドル換算する錯覚
　為替変動相場の相場理論では，国が異なると通貨が異なり，経済・社会
構造や産業構造の相違は，各国の付加価値生産性が異なるので，通常の概
念として GDP比較による統計はそのまま分析に使用できないと考えられ
ているため，GDPをドル換算してから各種の経済分析に使用している。そ
の理由は，国には社会構造，経済構造，産業構造，生活慣習や文化等（以
下，経済社会文化構造という）に相違があるので，為替のフアンダメンタ
ルズとして採用できないという「錯覚」があるためであろう。そのためか，
為替の基礎条件として自国通貨による国内総生産との比較から GDP平価
による為替平価理論は現在に至るもまだ採用されていない。しかし，国に
識 竺鴫鴫鴫鴫
よって経済社会文化構造の相違があっても，その国の「９３SNA国民経済計
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
算の総額（総体）」は「財と通貨の総体価値」を表しているので，基準国と
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
対象国の総体価値の均衡値は GDPparで表される。従って，総体価値
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
GDPpar ≒為替レートと均衡する。
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
　国連で定めた９３SNA国民経済計算による GDP均衡値 GDPparは大量観
察法で判断すると≪対象国経済社会文化構造の総体を表す≫　定義１およ
び，定義６の［為替レート≒ GDPpar］の条件が整えば，GDP均衡値平価
がそのまま為替相場の基礎条件となるので，ドル換算することはむしろ問
題である。図Ⅲ－１で判断できるとおり，日米 GDPphは安定して推移して
いるがドル換算した日本の $GDPphは異常な曲線を描き，１９９５年４２，５００ド
ルから９８年３１，５７６ドル，１０，０００ドル以上もの所得格差が生ずるなど非論理
的に推移し，日本の GDPphに連動しているようにみえる。が，しかし，
$GDPphのオーバーシュートはドル換算の誤りを示している。
　１９８５年，プラザ合意による為替レートの調整の結果，主要国の GDPpar
均衡値平価と為替レートは，市場原理により収斂・連動傾向に入っており，
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特に１９９９年ユーロ誕生による為替レートの調整後は図Ⅴの通り GDPparに
見事に収斂を始めているので，ドル換算すること自体経済原理に反するこ
とになろう。従って，ドル換算は日本の GDPphの実態を歪めるので，実
態経済のままドル換算せず，GDPph比較から算定された GDPpar均衡値
平価となり，為替平価理論が成立する。
　特に，１９９５年，日本の GDPph ３９，６７０（３，９６７，０００円）米国 GDPph 
２７，４１４ドル，ドル換算すると $GDPph ４２，１７５ドル，ドル換算しないと
GDPpar １．４４７１，ドル換算した $GDPpar １．５３８４となる。同年の為替レー
ト０．９４０６（９４．０６円史上最高値）であり，ドル換算 $GDPparは５４％円高，
ドル換算しない GDPparは４５％円高となり，ドル換算が史上最高５４％の円
高格差を記録している。が，しかし，この５４％の非論理的円高発生の原因
は，ドル換算問題に加えて，日本経済・金融市場に規制が存在し，市場原
理・競争原理が機能し難い問題があり，１９９８年ビッグバン実施による市場
開放をせざるを得なくなった。その結果，１９９８年，ビッグバン実施年の為
替レートと GDPparは「為替レート１．３０９１≒ GDPpar １．２９４３，１．１％の円
安」に収斂し連動し，見事に理論的正常値に戻っている。
　為替平価理論は，市場原理，競争原理，情報開示等が機能する場合，
GDPparを為替相場のフアンダメンタルズ（基礎条件）に位置付けること
ができる。為替平価理論が是認されれば，心理的・投機的要因の根拠が取
り除かれるので，為替相場は GDPpar均衡値平価を基礎条件とし，為替相
場の変動は安定することを立証している。
（２）自国通貨建て GDPparは為替レートの基礎条件
　対象国 GDPphをドル換算（基準国通貨で換算）して算定した $GDPpar
並びに $GDPgapは，自国通貨建て（ドル換算しない）GDPpar・GDPgap
と比較して，各国のドル換算した $GDPparがそれぞれオーバーシュートし，
安定性を欠いて推移している。その原因は，日本が図Ⅲ－１，Ⅲ－２，ドイツ
が図Ⅰ－２，英国は図Ⅱ－１，Ⅱ－２参照のとおりである。
― ―367
神田：GDPparによる動態的為替平価理論の立証
　ドイツは，国内総生産の総体である GDPparが，図Ⅰのとおり為替平価
の基礎条件として安定して変動している。為替相場がドル換算の $GDPpar
よりも，実態経済値を表す GDPparに安定して連動している事実はドル換
算理論の誤りを立証している。
　日本は，１９９８年ビッグバン実施まで，為替レートは市場原理が機能し難
いため，図Ⅲのように，GDPparに連動傾向を示すが，乖離幅が大きく，連
動しているとは云い難い。その原因は，市場原理，競争原理，情報開示等
が機能し難い原因並びに為替相場理論に，思惑や心理要因等の投機要因が
入り易い原因になり，為替レートは GDPparと乖離し，オーバーシュート
して変動することにある。
　英国は，図Ⅱのとおり，GDPpar生産性や経済構造の価値基準が高い国は，
定義３により相対的に通貨安の為替レートになる。また，市場原理により
GDPparが為替レートを引き付け，その結果，為替レートがポンド安にオー
バーシュートしながら，GDPparに収斂する。また，GDPparが国内では競
争の原理によりインフレ傾向を帯びるので右肩上がりに推移する。即ち，
GDPpar生産性や経済構造の価値基準が高い国は，インフレに悩まされな
がら国内物価高で推移する。為替レートはポンド安で推移するため輸出は
促進されるが国内物価はインフレ傾向が生じる。
　以上のように，プラザ合意以降，特に，ユーロ発足以降から，為替レー
トは，ドル換算しない自国通貨建て GDPparの平価を基礎条件として安定
的に連動していることが検証された。従って，為替相場の基礎条件として
GDPをドル換算することは非理論的であり，為替相場の安定を欠くので問
題であり，≪ドル換算しない自国通貨建て GDPparが為替平価の基礎条
件として為替を安定させる≫ことを立証している。
２．　実質有効為替レートと購買力平価の基準年の問題点
（１）実質有効為替レートの問題点
　実質有効為替レートの算定は，基準年を定め，その時の為替レートを基
368― ―
修道商学　第　５０　巻　第２号
礎条件とし，為替レートからインフレ要因を除去するため，デフレータを
算定し，実質有効為替レートを算出している。
　IMFの IFS統計２００９年４月号によると，基準年２０００年の為替レートは平
均１０７．７７円を１００として，２００８年の nominal effective exchange rate ９０．４，
real effective exchange rate ７６．３となっている。
　本論の２００８年における，GDPpar均衡値平価は０．８５００（８５．００円）為替
レート１０３．３６円である。名目有効為替レートが９０．４である事実は，為替
レートをデフレートで調整する必要がないことを示している。また，この
事実は，為替相場理論によるデフレートの誤りを示しており，為替平価理
論に GDPph均衡値平価を基礎条件として認めることが為替相場の均衡・
安定と世界経済の拡大発展に寄与することを立証している。
　本論の２００８年の為替レート１０３．３６円と GDPpar均衡値平価８５．００円を比
較すると，基準年によるこれらのレートの問題点として指摘してきた相場
理論と同質の基本的問題を提起しており，特殊な目的に使用するケースを
除き，名目有効為替レート或いは実質有効為替レートの算定をする必要性
は少ないと考えられる。国際決済は名目為替レートのみで決済され，経済
識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
指標をデフレートした統計値は名目値との乖離が甚だしく，特に，デフレ
下においては実質値と関係する数値が逆に上昇するので，この数値で給与
所得を引き下げたり，或いは所得税等を徴収するのであれば有効となろう。
（２）購買力平価 pppの問題点
　購買力平価には絶対的購買力と相対的購買力があるが，本論では物価指
数 cpiを採用して相対的購買力平価を考察する。絶対的購買力平価は，各
国の全商品の物価調査を行い，pppを算定することは困難である。しかし
ながら，単一商品で評価を得ているビッグバーガーレートは PPPに類似す
る理論である。
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　相対的購買力平価１３）の算定は，基準年の消費者物価指数 cpiを１００とし，
［基準年為替レート×対象国 cpi指数÷基準国 cpi指数＝購買力平価］で
算定する。相対的購買力平価 pppの算定結果は，IFS統計の cpiより作成
した表Ⅵの通りであり，１９７３年変動相場制移行時の cpi指数を１００とし同年
の為替レート２７１．７円で試算すると２００８年の pppレートは１４７．１９円となる。
また，プラザ合意後の為替が安定した１９８７年の cpiを１００とし同年の為替
レート１４４．６４円で試算すると２００８年の pppレートは９１．５２円となる。さら
に，１９９９年ユーロスタート時の cpiを１００とし同年の為替レート１１３．９１円で
試算すると２００８年の pppレートは９０．７０円となり，３種の平価が存在する。
　本論の GDP平価理論を基礎条件とした GDPparは０．８５００（８５．００円）で
あり，基礎条件が明確であり，安定して推移しているので最も適正レート
に相応しい。
　「相対的購買力平価 pppは理論的には一つの数値」であるべきだが複数
存在し，その上，基準年の為替レートは経済の安定状態と心理的・投機的
要因を含有するために為替レートの基礎条件に欠ける。相対的 pppは，大
幅に乖離した三つの購買力平価 pppが算定されるこの事実は，基準年と為
替レートに内在する問題点から生じる矛盾を露呈している。この矛盾は変
動相場理論に内在する心理的・投機的要因がベースにある限り，為替レー
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１３）　相対的購買力平価 pppは参考資料１の第Ⅲ部参照。
図Ⅵ．為替レートと GDPparおよび１９７３年，１９８７年，１９８９年の CIPを１００とした，
購買力平価 pppの推移
トの安定は不可能である，従って，為替相場の基礎条件に GDPph均衡値平
価理論が必要であることを示唆している。
　換言すれば，GDPを基準国通貨の為替レートで換算すると，変動相場制
理論に心理的・投機要因が存在する限り，換算した $GDPparは不安定に推
移し，自国経済だけでなく世界経済を混乱に導く要因となる。従って，
GDPparを基礎条件とする為替平価理論が不可欠であり，為替相場の安定指
標として GDPparが重要な役割を果たしていることが検証されている。
Ⅴ．SDRに GDP均衡値平価理論の導入
　IMFの SDRは各国通貨の価値尺度を示している。しかし，SDRが投機
的心理的要因を含む主要通貨の為替レートのバスケット方式１４）で算定する
ため，図Ⅶの通り SDRは為替レートよりオーバーシュートし変動している。
　これに対し，主要国の GDPparは安定して推移している。IMFが為替安
定の理念を達成するためには，SDRのバスケット方式に GDPpar均衡値平
価理論を導入し，為替レートの安定と世界経済の安定・成長を図り，世界
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１４）　参考資料５より： １SDR＝米ドル＝金０．８８８６７１ gと決められたが，１９７４年１６カ
国通貨の加重平によるバスケット方式，１９８１年米ドル，ドイツマルク，フランス
フラン，英国ポンド，日本円の５カ国によるバスケット方式，２０００年，ドル，
ユーロ，ポンド，円，によるバスケット方式出算出されている。従って，SDRは
金ドル本位制に代わる国際通貨の尺度となっている。
１４）　「 IMFハンドブック――国際通貨基金の組織と機能――」大蔵省国際金融局為
替資金課長井川
１４）　１SDR＝米ドル＝金０．８８８６７１ gと決められたが，１９７４年１６カ国通貨の加重平均
によるバスケット方式，１９８１年米ドル，ドイツマルク，フランスフラン，英国ポ
ンド，日本円の５カ国によるバスケット方式，２０００年，ドル，ユーロ，ポンド，
円，によるバスケット方式出算出されている。従って，SDRは金ドル本位制に
代わる国際通貨の尺度となっている。
１４）　「国際通貨体制の再構築――変動相場制と複数基軸通貨制――」（社）日本経済
調査協議会，平成４年１２月。
１４）　中国の経済格差は『GDPから中国人民元平価とその問題点を分析する』「国際
金融」（財）外国為替貿易研究所発行，１１６７号２００６年８月１日を参照
各国通貨の価値尺度として SDR平価を確立する必要がある。
結　　　　　論
１．為替の安定のためには投機的心理的要因を排除する理論として，変動
相場制理論に代わる GDPpar均衡値平価理論の導入が必要である。検証
のとおり，為替レートはオーバーシュートして変動している。プラザ合
意以降のドイツ，ビッグバン以降の日本，２００４年以降の英国の GDPpar
は平価に相応しく一貫して安定した変動をしている。従って，主要通貨
は「GDPpar ≒為替レート」に収斂し連動するとき，GDPparが為替平価
であることを立証している。市場原理等が機能し難い場合は為替レート
が GDPparから乖離する。国益のためには，乖離幅を縮小する経済・金
融政策の努力が必要である。
２．「GDPpar ≒為替レート」に連動するとき，対象国の GDPpar ≦１は，
基準国と対等またはそれを超えた財と通貨の総体価値（付加価値生産性）
を達成した国である。これらの国は通貨安政策を脱皮し，通貨高政策を
執るべきである。通貨高によって，コスト競争力，高付加価値競争力を
付けることが国益であり，企業・個人の資産を増加させる。円安は一時
凌ぎであり，国を企業を弱体化する。
３．為替相場の安定のためには，金ドル本位制や固定相場制に回帰するの
ではなく，市場原理等が機能する基礎条件を整え，実態経済を動態的に
表す平価理論，【財と通貨の総体価値理論】が必要である。本論は，国の
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図Ⅶ．主要国の SDR・GDPpar・為替レートの推移
実態経済を，財と通貨の総体価値を，動態的に表す指標として，GDPpar
が均衡値平価であることを立証している。
４．過剰流動性による金融工学等の派生金融商品或いは国債等の負の資産
問題のリスク・規制等の対応策を講じ，信用創造と収縮等に対する為替
の安定策を図る必要がある。
５．IMFは，為替の安定のために，SDRの算定には四大通貨（ドル・ユー
ロ・ポンド・円）によるバスケット方式に主要国の為替レートではなく
GDPparを採用し，各国の SDRレートを算定すべきである。その結果，
この SDRレートから算定される各国通貨の SDRレートが各国の為替平
価となる。
６．米国は，人口３．０５億人で米国合衆国統一通貨 $を使用している。EU
は２７カ国のうちユーロ参加国は１６カ国で国別（例；ドイツ０．８２６億人）に
統一通貨 €を使用している。日本は人口１．２７９億人，英国は０，６億人で単
独通貨¥と £を使用している。中国は，１３億の人口を有し，国内の GDP
格差は１０倍存在するが人民元を使用している。貴州省は後発発展途上国
並の GDP，中国の平均 GDPは発展途上国並であり，広東省は中進国並
みの GDP，上海市と北京市は先進国並み，その上，香港という地域通貨
HK$を使用など，中国一国内に地球上のすべての経済格差のモデルを抱
えながら，１国２通貨（人民元と HK$）を使用している。
　世界経済安定成長のためには基軸となる強くて公正な通貨を定め，
それを基準に通貨の統一を図る時期に来つつあるが，複雑に各国の国益
が絡むので，基軸通貨の第１候補は各国の国益を超えた IMF仮想通貨
SDRとすべきであろう。SDRを基軸に各国の SDRレートを各国の平価
として，各国通貨の交換価値基準とすることを提言したい。
７．IMFの理念は，為替の安定による世界経済の安定成長の達成にあるの
で，SDRを基軸通貨と定めて各国通貨の価値尺度とし，各国の実体経済
を動態的に表すことが可能な基軸通貨となる。この SDRは GDPpar均
衡値平価の均衡理論を基礎条件とする為替平価制度を採用することが可
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能であろう。IMFはすでにある SDRを各国通貨の基礎条件にするとき，
近い将来に世界統一通貨 SDRの誕生が現実的となる。
参　考　資　料
 １．神田善弘「主要通貨の適正レートと SDR・GDP平価の考察」広島修道大学研
究叢書第１３７号広島修道大学総合研究所，２００６．８
 ２．神田善弘「IMFの SDRのバスケット方式に GDPgapの導入を考察――為替の
フアンダメンタルズ基礎条件の検証――」修道商学第４８巻第２号，広島修道大学
２００８．２
 ３．神田善弘「GDPによる為替平価理論と為替レート分析の考察――相場理論から
平価理論へ――」修道商学第４９巻第１号，広島修道大学２００８．９
 ４．神田善弘「GDPから中国人民元平価とその問題点を分析する」国際金融１１６７号，
財団法人外国為替貿易研究会２００６．８．１
 ５．神田善弘「IMFの SDRによる為替安定の基礎条件を検証する￥バスケット方
式 GDP平価導入の考察」国際金融１１８６号，財団法人外国為替貿易研究会
２００８．３．１
 ６．神田善弘「為替安定のために相場理論から GDP均衡平価理論へ――GDP平価
は８８．１８円――」国際金融１１９２号，財団法人外国為替貿易研究会２００８．９．１
 ７．三宅輝幸「外国為替がわかる事典」日本実業出版社，１９９８．１１．２５
 ８．「外国為替の知識」国際通貨研究所編，日本経済新聞社，２００４．３．２４
 ９．加瀬正一「SDRの知識」日本経済新聞社，１９８１．１１．３
１０．金華東「韓国の規制緩和――２０年間の歩みと新たなスタート――」アジア経済研
究所，２００７．７．１０
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表Ⅰ－１．１９５０－２００８年間におけるドイツの GNP・GDP・人口と米独一人当たりの
GNPph・GDPph・$GNPphの推移
米国の GDPph米国 GNPphドイツ $GNPphドイツ GDPphドイツ GNPph人口GDPGNP
１８７０１８８０４６６１９５６１９５８１９５００．４９９９９７８９７９
２３９４２４０６８２２３４５２３４４５１９５５０．５２３７１８０８１８０４
２７８７２８０１１３０１５４６４５４６７１９６００．５５４２３０２８３０３０
３５１７３５４１１９５４７８３４７８１５１９６５０．５８６３４５９３４５８２
４７７３４７９５３０５６１１１８１１１１８４１９７００．６０７１６７８８６７９０
６５３８６６４５５５４８１４８０４１４８２７１９７３０．６１９７９１７４９１８８
７０１９７０９２６１２７１５８７８１５８５６１９７４０．６２０４９８５１９８３７
７５７１７６３３６７５６１６６２１１６６２１１９７５０．６１８３１０２７７１０２７７
８３６５８４４３７２５６１８１６８１８２７０１９７６０．６１５１１１１７５１１２３８
９２２４９３１８８３８５１９４５０１９４７２１９７７０．６１４０１１９４２１１９５６
１０３１４１０４１４１０４７０２０９２６２１０３１１９７８０．６１３１１２８３０１２８９４
１１４０３１１５４９１２３７７２２５９８２２６８６１９７９０．６１４４１３８８４１３９３８
１２２７４１２４２９１３２０７２３９０３２４００７１９８００．６１５４１４７１０１４７７４
１３６２０１３７６９１１０４８２４９０３２４９６９１９８１０．６１６６１５３５５１５３９６
１４０３８１４１９５１０６３９２５７６１２５８１７１９８２０．６１６０１５８６９１５９０３
１５０８７１５２４５１０６９２２７１６０２７３００１９８３０．６１３８１６６７１１６７５７
１６６３８１６７８８１０１３６２８６１９２８８４５１９８４０．６１１３１７４９５１７６３３
１７６６５１７７７２１０２２０２９９４９３００８９１９８５０．６０９７１８２６０１８３４５
１８５０１１８５６５１４６１４３１６００３１７３４１９８６０．６１０１１９２７９１９３６１
１９５２９１９５８６１８２４２３２５９５３２７８８１９８７０．６１０９１９９１２２００３０
２０８４５２０９２１１９５４３３４０９８３４３２１１９８８０．６１４２２０９４３２１０８０
２２１９３２２２７５１５２０５２８２６０２８５８５１９８９０．７８６８２２２３５２２４９１
２３２１７２３３３３１９０９３３０６３５３０８４９１９９００．７９３６２４３１２２４４８２
２３１６６２３２６２２２２６９３６７３４３６９５５１９９１０．７９９８２９３８０２９５５７
２４１９３２４２８２２５１９８３９１６１３９３５２１９９２０．８０５７３１５５２３１７０６
２５１５４２５２４６２４２０４３９８５０４００１６１９９３０．８１１９３２３５４３２４８９
２６４２２２６４８５２５５８６４１６９０４１５２１１９９４０．８１４２３３９４４３３８０６
２７４１４２７４９０２９９４５４３１４２４２９１５１９９５０．８１６６３５２３０３５０４４
２８６２８２８６９４２８９７４４３７８５４３６０１１９９６０．８１９ ３５８６０３５７０９
３００９６３００９８２５６４０４４６８２４４４６３１９９７０．８２０６３６６６６３６４８６
３１３５７３１４９９２６０４２４６１３８４５８２５１９９８０．８２０２３７８４２３７５８６
３２８６９３２９３９２５５２１２４１４８２３９５４１９９９０．８２０９１９８２３１９６６４
３４４６３３４９６０２２５８８２４６９１２４５１７２００００．８２３１２０３２３２０１８０
３５１８６３５６４９２２７２１２５６４６２５３９１２００１０．８２４ ２１１３２２０９２２
３５９９９３６１７６２４１４７２５９８１２５６５９２００２０．８２４９２１４３２２１１６６
３７３０２３７３２９２９３７１２６２０６２６０２３２００３０．８２５７２１６３８２１４８７
３９３６８３９５６０３３５４０２６７５７２７０１３２００４０．８２６３２２１０９２２３２１
４１４２７４１９７４３４１６９２７１４１２７４７５２００５０．８２６５２２４３２２２７０８
４３５１６４４３１３３５８６３２８０９２２８５８７２００６０．８２６４２３２１５２３６２４
４５１４８４５７４９４０８３３２９３３３２９８３３２００７０．８２６ ２４２２９２４６４２
４６６４２４７０５０４４８４０３０１２１３０６１３２００８０．８２６ ２４８８０２５２８６
出所：原統計は IMFの IFS統計１９７９年，２００１年 yearbookおよび同２００８～９年 apr.より作
成した。
注：①１９７９年 yearbook版で１９５０年～１９７１年間の統計を収録。
　　②２００１年 yearbook版で１９７２年～２０００年間の統計を収録。
　　③２００８年 dec. ０９年 mar.版で２００１年以降を収録した。
　　④為替レートは IMFの IFS統計の年平均値を採用した。
　　⑤２００８年の人口は２００９年 Apr. IFS統計の２００７年の人口を採用した。
　　⑥ドル換算 $GDPph ＝ドイツ GDPph ÷為替レートで算定した。
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表Ⅰ－２．１９５０－２００８年間におけるドイツ為替レート，GNPpar・GDPgap・
GDPpar・$GDPparの推移
対 GDP為替
変動率
ドイツ
$GDPpar
ドイツ
GDPpar
ドイツ
GDPgap
ドイツ
GNPpar
ドイツ為替
レート
４．０１０５０．２４９３１．０４６００．９５６０１．０４１９４．１９５０１９５０
２．９１２９０．３４３３１．４４１９０．６９３６１．４３１５４．２０００１９５５
２．１４２１０．４６６８１．９６０６０．５１００１．９５２３４．２０００１９６０
１．７９５９０．５５６８２．２２７３０．４４９０２．２０６８４．００００１９６５
１．５６２２０．６４０１２．３４２８０．４２６８２．３３２５３．６６００１９７０
１．１８０３０．８４７２２．２６４３０．４４１６２．２３１２２．６７２６１９７３
１．１４３９０．８７４２２．２６２２０．４４２０２．２３５６２．５８７８１９７４
１．１２０７０．８９２３２．１９５４０．４５５５２．１７７７２．４６０３１９７５
１．１５９４０．８６２５２．１７１９０．４６０４２．１６３８２．５１８０１９７６
１．１０１３０．９０８０２．１０８６０．４７４３２．０８９９２．３２２２１９７７
０．９９００１．０１０１２．０２８９０．４９２９２．０１９５２．００８６１９７８
０．９２４９１．０８１２１．９８１７０．５０４６１．９６４２１．８３２９１９７９
０．９３３４１．０７１４１．９４７５０．５１３５１．９３１６１．８１７７１９８０
１．２３６１０．８０９０１．８２８４０．５４６９１．８１３４２．２６００１９８１
１．３２２３０．７５６３１．８３５１０．５４４９１．８１８７２．４２６６１９８２
１．４１８３０．７０５１１．８００２０．５５５５１．７９０８２．５５３３１９８３
１．６５４５０．６０４４１．７２０１０．５８１４１．７１８２２．８４５９１９８４
１．７３６５０．５７５９１．６９５４０．５８９８１．６９３０２．９４４０１９８５
１．２７１４０．７８６６１．７０８００．５８５５１．７０９３２．１７１５１９８６
１．０７６９０．９２８６１．６６９００．５９９１１．６７４１１．７９７４１９８７
１．０７３６０．９３１４１．６３５８０．６１１３１．６４０５１．７５６２１９８８
１．４７６４０．６７７３１．２７３４０．７８５３１．２８３３１．８８００１９８９
１．２２４５０．８１６７１．３１９５０．７５７９１．３２２１１．６１５７１９９０
１．０４６５０．９５５５１．５８５７０．６３０６１．５８８７１．６５９５１９９１
０．９６４８１．０３６５１．６１８７０．６１７８１．６２０６１．５６１７１９９２
１．０４３６０．９５８２１．５８４２０．６３１２１．５８５０１．６５３３１９９３
１．０２８５０．９７２３１．５７７９０．６３３８１．５６７７１．６２２８１９９４
０．９１０６１．０９８１１．５７３７０．６３５４１．５６１１１．４３３１１９９５
０．９８３６１．０１６４１．５２９５０．６５３８１．５１９５１．５０４８１９９６
１．１６８００．８５６１１．４８４６０．６７３６１．４７７３１．７３４１１９９７
１．１９６００．８３６１１．４７１４０．６７９６１．４５４８１．７５９７１９９８
１．２７７６０．７８２７０．７３４７１．３６１２０．７２７２０．９３８６１９９９
１．５１５００．６６０１０．７１６５１．３９５８０．７０１３１．０８５４２０００
１．５３３２０．６５２２０．７２８９１．３７２００．７１２２１．１１７５２００１
１．４７２３０．６７９２０．７２１７１．３８５６０．７０９３１．０６２６２００２
１．２６１２０．７９２９０．７０２５１．４２３４０．６９７１０．８８６０２００３
１．１８５００．８４３９０．６７９７１．４７１３０．６８２８０．８０５４２００４
１．２２７４０．８１４８０．６５５２１．５２６４０．６５４６０．８０４１２００５
１．２３４８０．８０９９０．６４５５１．５４９１０．６４５１０．７９７１２００６
１．１２４５０．８８９３０．６４９７１．５３９１０．６５２１０．７３０６２００７
１．０５７１０．９４５９０．６４５８１．５４８５０．６５０６０．６８２７２００８
注：対 GDPpar為替レート変動率は為替レート÷ GDPparで計算した。
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神田：GDPparによる動態的為替平価理論の立証
表Ⅱ－１．１９５０－２００８年間の英米 GNPph・GDPph・$GDPphの推移
単位：GDP億ポンド，億人，GDPphポンド
米国
GNPph
米国
GDPph
英国
$GDPph
英国
GDPph
英国
GNPph
人口
英国
GDP
英国
GNP
１８７９．６１８７０．４７１５．３０２５５．４３２６３．３３１９５００．５０６２１２９．３１３３．３
２４０６．４２３９４．４１０４９．０３３７４．６１３７８．１３１９５５０．５１２０１９１．８１９３．６
２８００．５２７８６．７１３６４．０６４８７．１１４９１．５０１９６００．５２３５２５５．０２５７．３
３５４１．４３５１７．２１８４０．５３６５７．２５６６５．１９１９６５０．５４１８３５６．１３６０．４
４７９５．０４７７２．５２２０７．５５９１９．８８９２９．８１１９７００．５５４２５０９．８５１５．３
６６４５．１６５３８．２３２４６．９４１３２３．３８１３２２．３０１９７３０．５５９１７３９．９７３９．３
７０９２．４７０１８．９３５０５．１５１４９５．１７１４９５．３５１９７４０．５５９２８３６．１８３６．２
７６３２．５７５７１．４４２０３．９３１８８７．３０１８５９．３９１９７５０．５５９０１０５５．０１０３９．４
８４４３．４８３６５．０４０４６．４２２２３５．１０２２１５．０７１９７６０．５５８９１２４９．２１２３８．０
９３１７．６９２２３．６４５５２．９９２６０４．８３２５３１．７８１９７７０．５５８５１４５４．８１４１４．０
１０４１３．８１０３１４．５５７７４．３１３００５．１９２８８６．２８１９７８０．５５８４１６７８．１１６１１．７
１１５４９．４１１４０３．２７４９３．１８３５３２．９３１９７９０．５５８８１９７４．２
１２４２８．９１２２７４．３９５２７．３８４０９２．４９１９８００．５６３３２３０５．３
１３７６９．２１３６１７．９９１０３．０６４４９４．２３１９８１０．５６３５２５３２．５
１４１９５．２１４０３８．０８６１３．８５４９１８．１３１９８２０．５６３１２７６９．４
１５２４４．６１５０８７．１８１４３．８８５３７０．３６１９８３０．５６３５３０２６．２
１６７８７．７１６６３７．９７６６７．１１５７３６．１５１９８４０．５６５１３２４１．５
１７７７１．８１７６６５．３８１１７．８８６２６９．４１１９８５０．５６６８３５５３．５
１８５６５．３１８８１９．２９８３９．８７６７１６．２７１９８６０．５６８５３８１８．２
１９５８５．７１９５２９．３１２０６３．３５７３５７．６６１９８７０．５７０１４１９４．６
２０９２０．６２０８４５．１１４５９７．４４８１８３．３４１９８８０．５７１６４６７７．６
２２２７４．６２２１９２．５１４６９８．１３８９４８．４０１９８９０．５７３６５１３２．８
２３３３３．５２３２１７．４１７２７９．５９９６６３．３１１９９００．５７５６５５６２．２
２３２６２．０２３１６６．４１７９４０．３９１０１１１．４０１９９１０．５７８１５８４５．４
２４２８２．３２４１９２．７１８５９０．８６１０４８３．８８１９９２０．５８０１６０８１．７
２５２４６．０２５１５３．６１６５７９．８２１０９８７．４５１９９３０．５８１９６３９３．６
２６４８４．５２６４２１．６１７８７１．６４１１６０４．５６１９９４０．５８３９６７７５．９
２７４８９．９２７４１４．３１９３６９．１５１２１８１．８８１９９５０．５８６１７１３９．８
２８６９４．１２８６２８．２２０２４３．９３１２８５８．１６１９９６０．５８８０７５６０．６
３００９８．２３００８３．０２２５０９．５６１３６４８．５３１９９７０．５９０１８０５４．０
３１４９９．２３１３５６．９２４４２８．６３１４６０８．０６１９９８０．５８３０８５１６．５
３２９３９．２３２８６９．０２５０５０．１５１５２３３．３７１９９９０．５８４９８９１０．０
３４９６０．０３４４６２．５２４６９５．６６１５８８１．０９２００００．５８８７９３４９．２
３５６４９．３３５１８６．２２４８８８．９６１７２８４．００１７３３３．０５２００１０．５９１２１０２１８．３１０２４７．３
３６１７６．５３５９９９．０２７１８８．７２１８１１０．１２１８２６８．７３２００２０．５９３９１０７５５．６１０８４９．８
３７３２９．２３７３０１．９３１２１３．２６１９０９７．６９１９２２６．２１２００３０．５９６８１１３９７．５１１４７４．２
３９５５９．７３９３６７．７３６６７８．７７２００２３．３５２０１４９．１０２００４０．５９９６１２００６．０１２０８１．４
４１９７４．３４１４２７．０３７８５１．８１２０７９２．００２０９５７．３４２００５０．６０２４１２５２５．１１２６２４．７
４４３１２．８４３５１６．０４０２５３．０２２１８４５．３１２１８１４．９１２００６０．６０５１１３２１８．６１３２００．２
４５７４８．９４５１４７．６４６１８５．３８２３０７４．２１２２６４５．７１２００７０．６０７７１４０２２．２１３７６１．８
４６６４２．０４７０５０．０４６５５０．６２２３７７９．８３２００８０．６０７７１４４５１．０
出所：表Ⅰ－１と同じ
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表Ⅱ－２．１９５０－２００８年間の英国為替レート，GNPpar・GDPgap・
GDPpar・$GDPparの推移
対 GDPpar 
為替 r乖離率
GDPgap$GDPparGDPparGNPpar£為替レート
２．６１４８７．３２２３０．３８２４０．１３６６０．１４０１０．３５７１１９５０
２．２８２５６．３９１７０．４３８１０．１５６５０．１５７１０．３５７１１９５５
２．０４２９５．７２０９０．４８９５０．１７４８０．１７５５０．３５７１１９６０
１．９１１０５．３５１４０．５２３３０．１８６９０．１８７８０．３５７１１９６５
２．１６１９５．１８８２０．４６２６０．１９２７０．１９３９０．４１６７１９７０
２．０１４７４．９４０５０．４９６６０．２０２４０．１９９００．４０７８１９７３
２．００７０４．６９４４０．４９９４０．２１３００．２１０８０．４２７５１９７４
１．８０５６４．０１１８０．５５５２０．２４９３０．２４３６０．４５０１１９７５
２．０７２１３．７４２５０．４８３７０．２６７２０．２６２３０．５５３６１９７６
２．０２８６３．５４０９０．４９３６０．２８２４０．２７１７０．５７２９１９７７
１．７８８１３．４３２２０．５５９８０．２９１４０．２７７２０．５２１０１９７８
１．５２１３３．２２７７０．６５７１０．３０９８０．４７１３１９７９
１．２８９３２．９９９２０．７７６２０．３３３４０．４２９９１９８０
１．４９４２３．０３０１０．６６８５０．３３０００．４９３１１９８１
１．６３０６２．８５４３０．６１３６０．３５０３０．５７１３１９８２
１．８５１９２．８０９３０．５３９８０．３５６００．６５９２１９８３
２．１７０６２．９００５０．４６０８０．３４４８０．７４８３１９８４
２．１７３６２．８１７７０．４５９５０．３５４９０．７７１４１９８５
１．９１００２．８０２００．５２２９０．３５６９０．６８１７１９８６
１．６１９６２．６５４３０．６１７７０．３７６７０．６１０２１９８７
１．４２９９２．５４７３０．７００３０．３９２６０．５６１４１９８８
１．５１２５２．４８０１０．６６２３０．４０３２０．６０９９１９８９
１．３４６２２．４０２６０．７４４３０．４１６２０．５６０３１９９０
１．２９４９２．２９１１０．７７４４０．４３６５０．５６５２１９９１
１．３０７１２．３０７６０．７６８４０．４３３３０．５６６４１９９２
１．５２４２２．２８９３０．６５９１０．４３６８０．６６５８１９９３
１．４８６６２．２７６８０．６７６４０．４３９２０．６５２９１９９４
１．４２５７２．２５０４０．７０６５０．４４４４０．６３３５１９９５
１．４２５７２．２２６５０．７０７１０．４４９１０．６４０３１９９６
１．３４５９２．２０４１０．７４８２０．４５３７０．６１０６１９９７
１．２９５９２．１４６５０．７７９１０．４６５９０．６０３７１９９８
１．３３３４２．１５７７０．７６２１０．４６３５０．６１８０１９９９
１．４３１３２．１７０００．７１６６０．４６０８０．６５９６２０００
１．４１３７２．０３５８０．７０７３０．４９１２０．４８６２０．６９４４２００１
１．３２４０１．９８７８０．７５５３０．５０３１０．５０５００．６６６１２００２
１．１９５１１．９５３２０．８３６８０．５１２００．５１５００．６１１８２００３
１．０７３３１．９６６１０．９３１７０．５０８６０．５０９３０．５４５９２００４
１．０９４５１．９９２５０．９１３７０．５０１９０．４９９３０．５４９３２００５
１．０８１１１．９９２００．９２５００．５０２００．４９２３０．５４２７２００６
０．９７７５１．９５６６１．０２３００．５１１１０．４９５００．４９９６２００７
１．０６７６１．９７８６０．９８９４０．５０５４０．５３９６２００８
注：対 GDPpar為替 r乖離率＝為替レート÷ GDPparで計算した。
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神田：GDPparによる動態的為替平価理論の立証
表Ⅲ－１．１９５０－２００８年間の日米の人口と GNP・GDPの推移
単位：億円，億ドル，億人
米国人口米国 GDP米国 GNP日本人口日本 GDP日本 GNP
１．５２２７２８４８２８６２０．８３５９１９５０
１．６５９３３９７３３９９３０．８９８２８５９６０８６２２０１９５５
１．８０６８５０３５５０６００．９４１０１５５０４０１５４８７０１９６０
１．９４３０６８３４６８８１０．９８８８３２１６３０３２０７００１９６５
２．０４８８９７７８９８２４１．０４３４７３６５９０７３５０３０１９７０
２．１０４１１３８５５１３９８２１．０８７０１１２４９８０１１２５２００１９７３
２．１３８５１５０１０１５１６７１．１０１６１３４２４４０１３３９９７０１９７４
２．１５９７１６３５２１６４８４１．１１５７１４８３２７０１４８１７００１９７５
２．１８０４１８２３９１８４１０１．１２７７１６６７５３０１６６４１７０１９７６
２．２０２４２０３１４２０５２１１．１３８６１８５６２２０１８５５３００１９７７
２．２２５９２２９５９２３１８０１．１４９０２０４４０４０２０４４７５０１９７８
２．２５０６２５６６４２５９９３１．１５８７２２１５４７０２２１８２５０１９７９
２．２７７６２７９５６２８３０８１．１６８１２４３２３５０２４３２５５０１９８０
２．２９９４３１３１３３１６６１１．１７６６２６１０２８０２６０６４７０１９８１
２．３２１７３２５９２３２９５７１．１８４８２７４０５００２７４２３６０１９８２
２．３４３０３５３４９３５７１８１．１９３１２８５５７９０２８６０１６０１９８３
２．３６３７３９３２７３９６８１１．２００８３０４８５９０３０５５４００１９８４
２．３８４９４２１３０４２３８４１．２０８４３２５７９２０３２７００５０１９８５
２．４０６８４４５２９４４６８３１．２１４９３４０９４８０３４２１２３０１９８６
２．４２８４４７４２５４７５６２１．２２０９３５５８３７０３５７８１８０１９８７
２．４５０６５１０８３５１２６８１．２２５８３８１５７９０３８３７８９０１９８８
２．４７３４５４８９１５５０９４１．２３０７４０９６０２０４１２３２２０１９８９
２．４９９５５８０３２５８３２２１．２３４８４４１９１５０４４４６８５０１９９０
２．５８４０５９８６２６０１０９１．２３９７４６９２３００４７２３０００１９９１
２．６１１９６３１８９６３４２３１．２４３７４８１５８２０４８５５７００１９９２
２．６４０７６６４２３６６６６７１．２４７５４８６５１９０４９０６８００１９９３
２．６６９９７０５４３７０７１１１．２５１２４９１８３５０４９５６４６０１９９４
２．６９９５７４００５７４２０９１．２５４７４９７７３９０５０１５７３０１９９５
２．７２９２７８１３２７８３１２１．２５８２５１０８０２０５１６２７１０１９９６
２．７５９３８３００８８３０５０１．２６１５５２１８６２０５２８６１７０１９９７
２．７８９５８７９０２８７８６７１．２６４７５１５８３５０５２２７７３０１９９８
２．８１９８９２９９２９２８８２１．２６７７５１１８３７０５１８９１４０１９９９
２．８４８６９９６３１９９５８７１．２７０３５１３５３４０５１８２５６０２０００
２．８７８４１０１２８０１０２６１３１．２７２７４９７７２００５０６０４００２００１
２．９０８３１０４６９６１０５２１２１．２７４８４９１３１２０４９９５０６０２００２
２．９３８４１０９６０８１０９６８８１．２７６６４９０２９４０４９８８１８０２００３
２．９６８４１１６８５９１１７４２９１．２７８０４９８３２８０５０７９４８０２００４
２．９９８５１２４２１９１２５８６０１．２７９０５０１７３４０５１３５８３０２００５
３．０２８４１３１７８４１３４１９７１．２７９５５０７３６５０５２１７８３０２００６
３．０５８３１３８０７５１３９９１４１．２７９７５１５８０５７５３３０４３０２００７
３．０５８３１４２６４５１４３８９４１．２７９７５０７３７１０５２４１０６０２００８
出所：原統計はIMFのIFS統計１９７９年，２００１年yearbookおよび同２００８～２００９年
Apr..より作成した。
注：①１９７９年 yearbook版で１９５０年～１９７１年間の統計を収録。
　　②２００１年 yearbook版で１９７２年～２０００年間の統計を収録。
　　③２００８年dec. ０９年Apr.版で２００１年以降を収録した。ただし，２００８年GNI ＝
 GNPは２００８年Ⅲ期の統計を使用した。
　　④為替レートは IMFの IFS統計の年平均値を採用した。
　　⑤２００８年の人口は２００７年の IFS統計の人口を採用した。
　　⑥ドル換算 $GDPph ＝日本 GDPph ÷為替レートで算定した。
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表Ⅲ－２．１９５０－２００８年間の日米の一人当たりの GNPph・GDPph・
$GDPphの推移
単位：ドル，百円
日本 $GDPph日本 GDPph日本 GNPph米国 GDPph米国 GNPph
１８７０１８８０１９５０
２６７９５７９６０２３９４２４０６１９５５
４５７１６４８１６４６２７８７２８０１１９６０
９０１３２５３３２４３３５１７３５４１１９６５
１９５７７０６０７０４５４７７３４７９５１９７０
３８１０１０３４９１０３５１６５８５６６４５１９７３
４１６５１２１８６１２１６４７０１９７０９２１９７４
４４７５１３２９５１３２８０７５７１７６３３１９７５
４９７６１４７８７１４７５７８３６５８４４３１９７６
６０６９１６３０３１６２９５９２２４９３１８１９７７
８４５７１７７９０１７７９６１０３１４１０４１４１９７８
８７３６１９１２０１９１４４１１４０３１１５４９１９７９
９１８４２０８２３２０８２５１２２７４１２４２９１９８０
１００４５２２１８５２２１５３１３６１８１３７６９１９８１
９２９３２３１３０２３１４６１４０３８１４１９５１９８２
１００９３２３９３６２３９７３１５０８７１５２４５１９８３
１０７１３２５３８８２５４４５１６６３８１６７８８１９８４
１１３４４２６９６１２７０６１１７６６５１７７７２１９８５
１６７１１２８０６４２８１６１１８５０１１８５６５１９８６
２０２６３２９１４５２９３０８１９５２９１９５８６１９８７
２４４３２３１１２９３１３０９２０８４５２０９２１１９８８
２４２８５３３２８２３３５０３２２１９３２２２７５１９８９
２４８７２３５７８８３６０１３２３２１７２３３３３１９９０
２８２８１３７８５０３８０９８２３１６６２３２６２１９９１
３０８２７３８７２２３９０４２２４１９３２４２８２１９９２
３５３７１３９０００３９３３３２５１５４２５２４６１９９３
３８７５７３９３０９３９６１４２６４２２２６４８５１９９４
４２５００３９６７０３９９７６２７４１４２７４９０１９９５
３７７２１４０５９８４１０３３２８６２８２８６９４１９９６
３４６３４４１３６８４１９０４３００８３３００９８１９９７
３１５７６４０７８７４１３３６３１５１２３１４９９１９９８
３５９３５４０３７５４０９３４３２９７８３２９３９１９９９
３７８５６４０４２６４０７９８３４９７５３４９６０２０００
３２７１７３９１０７３９７６１３５１８６３５６４９２００１
３１２４９３８５４０３９１８３３５９９９３６１７６２００２
３３７０５３８４０６３９０７４３７３０２３７３２９２００３
３６７３７３８９９３３９７４６３９３６８３９５６０２００４
３６４３２３９２２９４０１５５４１４２７４１９７４２００５
３５０６５３９６５３４０７８０４３５１６４４３１３２００６
３５３７５４０３０６４１６５４４５１４８４５７４９２００７
３９６２４３９６４８４０９５５４６６４２４７０５０２００８
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神田：GDPparによる動態的為替平価理論の立証
表Ⅲ－３．１９５２－２００８年間の日米の円ドル為替レート，GNPpar・GDPgap・
GDPpar・$GDPparの推移
対 GDP為替 r乖離率¥/$SDR$GDPparGDPparGDPgapGNPpar為替レート
３．６１００１９５０
９．００６８０．１１０８０．３９９７２．５０１９０．３９８９３．６０００１９５５
６．０８８９０．１６３２０．５９１２１．６９１４０．５８７７３．６０００１９６０
３．８９２８０．２５４４０．９２４８１．０８１３０．９１５８３．６０００１９６５
２．４３３８０．４０８１１．４７９２０．６７６０１．４６９１３．６０００１９７０
１．７２８７２．７９９９０．５７３３１．５７１７０．６３６２１．５５７７２．７１７０１９７３
１．６８２３３．００９４０．５８７２１．７３６２０．５７６０１．７１５１２．９２０８１９７４
１．６９０３３．０２８１０．５８６３１．７５５９０．５６９５１．７４００２．９６７９１９７５
１．６７７６２．９２８００．５８９４１．７６７７０．５６５７１．７４７８２．９６５５１９７６
１．５１９２２．４００００．６５１３１．７６７５０．５６５８１．７４８８２．６８５１１９７７
１．２２０１１．９４６００．８１２１１．７２４７０．５７９８１．７０８９２．１０４４１９７８
１．３０６９２．３９７００．７５６４１．６７６８０．５９６４１．６５７６２．１９１４１９７９
１．３３６５２．０３０００．７３９０１．６９６５０．５８９５１．６７５５２．２６７４１９８０
１．３５３８２．１９８９０．７２９５１．６２９１０．６１３８１．６０８８２．２０５４１９８１
１．５１１７２．３５０００．６５４６１．６４７７０．６０６９１．６３０６２．４９０８１９８２
１．４９７１２．３２１９０．６６２１１．５８６５０．６３０３１．５７２５２．３７５１１９８３
１．５５６６２．５１１００．６３８１１．５２５９０．６５５３１．５１５７２．３７５２１９８４
１．５６３０２．００５００．６３８３１．５２６２０．６５５２１．５２２７２．３８５４１９８５
１．１１１０１．５９１００．９００１１．５１６９０．６５９３１．５１６８１．６８５２１９８６
０．９６９２１．２３４９１．０３４６１．４９２４０．６７０１１．４９６４１．４４６４１９８７
０．８５８１１．２５８５１．１６７８１．４９３３０．６６９６１．４９６６１．２８１５１９８８
０．９１９９１．４３４５１．０９０２１．４９９７０．６６６８１．５０４１１．３７９６１９８９
０．９３９３１．３４４０１．０６６０１．５４１４０．６４８７１．５４３４１．４４７９１９９０
０．８２４５１．２５２０１．２１５８１．６３３８０．６１２１１．６３７８１．３４７１１９９１
０．７９１３１．２４７５１．２６９５１．６００６０．６２４８１．６０７９１．２６６５１９９２
０．７１７２１．１１８４１．４０１１１．５５０５０．６４５０１．５５８０１．１１２０１９９３
０．６８７００．９９７４１．４６３４１．４８７８０．６７２２１．４９５７１．０２２１１９９４
０．６５００１．０２８３１．５４６０１．４４７１０．６９１１１．４５４２０．９４０６１９９５
０．７６７１１．１５９９１．３１４６１．４１８１０．７０５２１．４３００１．０８７８１９９６
０．８７９８１．２９９５１．１５０７１．３７５１０．７２７２１．３９２２１．２０９９１９９７
１．０１１４１．１５６０１．００２４１．２９４３０．７７２６１．３１２３１．３０９１１９９８
０．９３０４１．０２２０１．０９０９１．２２４３０．８１６８１．２４２７１．１３９１１９９９
０．９３２４１．１４９０１．０８２９１．１５５８０．８６５２１．１６７０１．０７７７２０００
１．０９３４１．３１８１０．９１７７１．１１１４０．８９９７１．１１５３１．２１５３２００１
１．１７１２１．１９９００．８６３８１．０７０６０．９３４１１．０８３１１．２５３９２００２
１．１２６０１．０７１００．９０２９１．０２９６０．９７１２１．０４６７１．１５９３２００３
１．０９２３１．０４１２０．９２８６０．９９０５１．００９６１．００４７１．０８１９２００４
１．１６４０１．１７９７０．８６８００．９４６９１．０５６００．９５６７１．１０２２２００５
１．２７６３１．１８９５０．７９１３０．９１１２１．０９７４０．９２０３１．１６３０２００６
１．３１８９１．１４０００．７７３２０．８９２８１．１２０１０．９１０５１．１７７５２００７
１．２１５９０．８４２２０．８５００１．１７６４０．８７０５１．０３３６２００８
注：１．SDRは１９７３年より，日本 ¥SDR ÷米国 $SDR ＝ ¥ ÷ SDRで算定した。
　　２．為替レート÷ GDPpar －１＝対 GDPpar為替乖離率　）はマイナスを示す。
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表Ⅲ－４．日米 Cpi物価指数による pppと GDPparの算定値とその推移
GDPpar為替レート
ppp ９９年 
１１３．９１
ppp ８７年 
１４４．８６
ppp ７３年 
２７１．７０
米国 Cpi日本 Cpi
１．５７１７２．７１７０２．７１７０１００．００１００．００１９７３
１．７３６２２．９２０８３．０１２６１１１．２０１２３．３０１９７４
１．７５５９２．９６７９３．０８６９１２１．２０１３７．７０１９７５
１．７６７７２．９６５５３．１９３９１２８．２０１５０．７０７１９６
１．７６７５２．６８５１３．２４４５１３６．５０１６３．００１９７７
１．７２４７２．１０４４３．１４２７１４６．８０１６９．８０１９７８
１．６７６８２．１９１４２．９２６５１６３．４０１７６．００１９７９
１．６９６５２．２６７４２．７７１２１８５．６０１８９．３０１９８０
１．６２９１２．２０５４２．６４２７２０４．７０１９９．１０１９８１
１．６４７７２．４９０８２．５５８３２１７．４０２０４．７０１９８２
１．５８６５２．３７５１２．５２９１２２４．１０２０８．６０１９８３
１．５２５９２．３７５２２．４７８８２３３．８０２１３．３０１９８４
１．５２６２２．３８５４２．４１３９２４４．７０２１７．４０１９８５
１．５１６９１．６８５２２．４０８８２４６．８０２１８．８０１９８６
１．４９２４１．４４６４１．４４６４２．３２６３２５５．９０２１９．１０１９８７
１．４９３３１．２８１５１．４００６２．２５２６２６６．２０２２０．７０１９８８
１．４９９７１．３７９６１．３６４９２．１９５２２７９．１０２２５．５０１９８９
１．５４１４１．４４７９１．３３６１２．１４８８２９４．１０２３２．６０１９９０
１．６３３８１．３４７１１．３２３９２．１２９３３０６．５０２４０．２０１９９１
１．６００６１．２６６５１．３０７０２．１０２０３１５．９０２４４．４０１９９２
１．５５０５１．１１２０１．２８４８２．０６６４３２５．３０２４７．４０１９９３
１．４８７８１．０２２１１．２６１８２．０２９４３３３．５０２４９．１０１９９４
１．４４７１０．９４０６１．２２５７１．９７１４３４２．９０２４８．８０１９９５
１．４１８１１．０８７８１．１９２３１．９１７６３５２．８０２４９．００１９９６
１．３７５１１．２０９９１．１８６０１．９０７４３６１．１０２５３．５０１９９７
１．２９４３１．３０９１１．１７４１１．８８８３３６６．９０２５５．００１９９８
１．２２４３１．１３９１１．１３９１１．１４６２１．８４３５３７４．８０２５４．３０１９９９
１．１５５８１．０７７７１．０９１０１．１００８１．７７０４３８７．５０２５２．５０２０００
１．１１１４１．２１５３１．０５３６１．０６３０１．７０９７３９８．４０２５０．７０２００１
１．０７０６１．２５３９１．０２７５１．０３６８１．６６７５４０４．９０２４８．５０２００２
１．０２９６１．１５９３１．００２０１．０１１０１．６２６０４１３．９０２４７．７０２００３
０．９９０５１．０８１９１．００８５１．０１７６１．６３６７４１１．２０２４７．７０２００４
０．９４６９１．１０２２０．９７２６０．９８１４１．５７８４４２５．００２４６．９０２００５
０．９１１２１．１６３００．９４４９０．９５３４１．５３３４４３８．９０２４７．７０２００６
０．８９２８１．１７７５０．９１９７０．９２８０１．４９２５４５１．３０２４７．９０２００７
０．８５００１．０３３６０．９０７００．９１５２１．４７１９４６８．５０２５３．８０２００８
資料：IMFの IFS統計，YEARBOOK，２００２及び２００８～２００９年 Apr.より作成
注：① cpiは IFS統計の cpiを採用し，１９７３年，１９８５年，１９９８年をそれぞれ１００として計
算した。
　　② ppp ＝基準年為替レート×日本の Cpi ÷米国の Cpiで計算した。Cpiは物価指数
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神田：GDPparによる動態的為替平価理論の立証
表Ⅳ－１．米国・韓国の GNPph・GDPph・$GNPphの推移
韓国 
$GDPph
韓国 
GDPph
韓国 
GNPph
米国 
GDPph
米国 
GNPph
億人GDPGNP
１．２６２３２３２２７６２２８６１９５３０．２０９７４７６４８２
１．０７５４５４２３９４２４０６１９５５０．２１４２１１４７１１６１
１．６０１０２１０３２７８７２８０１１９６００．２４　２４４５２４６３
１．０６２８２２８４３５１７３５４１１９６５０．２８３３７９７７８０５３
２．６６８２６８３０４７７３４７９５１９７００．３２２４２６６３５２６７５４
３．９６１５７７１５７０６５８５６６４５１９７３０．３４１０５３７８０５３５３０
５．４１２１９０２１８４７０１９７０９２１９７４０．３４６９７５９７０７５７７０
５．９９２８９９２８６４７５７１７６３３１９７５０．３５２８１０２２８０１０１０４０
８．０７３９０５３８６８８３６５８４４３１９７６０．３５８５１３９９８０１３８６７０
１０．１８４９２９４８８５９２２４９３１８１９７７０．３６４１１７９４６０１７７８８０
１３．５４６５５５６５２４１０３１４１０４１４１９７８０．３６９７２４２３３０２４１１９０
１７．０９８２７０８１９８１１４０３１１５４９１９７９０．３７５３３１０３６０３０７６７０
１６．３２９９１３９７１５１２２７４１２４２９１９８００．３８１２３７７８９０３７０３２０
１７．９７１２２３７１１９１９１３６１８１３７６９１９８１０．３８７２４７３８３０４６１４９０
１８．９３１３８４０１３５１１１４０３８１４１９５１９８２０．３９３３５４４３１０５３１４００
２０．６３１６００１１５６７９１５０８７１５２４５１９８３０．３９９１６３８５８０６２５７４０
２２．４１１８０６６１７６５２１６６３８１６７８８１９８４０．４０４１７３００４０７１３３２０
２２．９０１９９２５１９４００１７６６５１７７７２１９８５０．４０８１８１３１２０７９１７００
２６．１２２３０１９２２４７９１８５０１１８５６５１９８６０．４１２１９４８６２０９２６３８０
３２．４８２６７１７２６３３１１９５２９１９５８６１９８７０．４１６２１１１１９８０１０９５８８０
４２．９７３１４３３３１１８３２０８４５２０９２１１９８８０．４２０３１３２１１２０１３１０６１０
５１．９９３４９１１３４８１０２２１９３２２２７５１９８９０．４２４５１４８１９７０１４７７７００
５８．９３４１７０７４１６６７２３２１７２３３３３１９９００．４２８７１７８７９７０１７８６２８０
６８．１８５０００３４９９５５２３１６６２３２６２１９９１０．４３３０２１６５１１０２１６３０３０
７１．９４５６１６０５６０８９２４１９３２４２８２１９９２０．４３７５２４５７０００２４５３８８０
７８．２３６２７９６６２７０８２５１５４２５２４６１９９３０．４４１９２７７４９７０２７７１０８０
９０．１７７２４４８７２３１５２６４２２２６４８５１９９４０．４４６４３２３４０７０３２２８１２０
１０８．５１８３６８８８３４５９２７４１４２７４９０１９９５０．４５０９３７７３５００３７６３１６０
１１４．２３９１８９３９１５９２２８６２８２８６９４１９９６０．４５５４４１８４７９０４１７１０８０
１０３．６１９８５６０９８０３３３００８３３００９８１９９７０．４５９９４５３２７６０４５０８５３０
６８．２９９５７０７９４０４３３１５１２３１４９９１９９８０．４６４３４４４３６７０４３６６４２０
８６．８４１０３２３９９８２０１３２９７８３２９３９１９９９０．４６８６４８３７７８０４６０１６８０
１０８．２４１２３６９９１１００１２３４９７５３４９６０２００００．４６７８５７８６６５０５１４６３５０
１０２．４２１３２２２６１３１９９３３５１８６３５６４９２００１０．４７０５６２２１２３０６２１０２８０
１１６．４９１４５７４３１５３５６７３５９９９３６１７６２００２０．４６９５６８４２６４０７２０９９６０
１２８．９５１５３６６３１６２８０１３７３０２３７３２９２００３０．４７１６７２４６７５０７６７７７１０
１４３．６５１６４５３１１７５０７４３９３６８３９５６０２００４０．４７３７７７９３８１０８２９３２７０
１６６．３７１７０３８４１８１７１７４１４２７４１９７４２００５０．４７５７８１０５１６０８６４４２７０
１８５．９３１７７５２７１９０５２４４３５１６４４３１３２００６０．４７７７８４８０４５０９１０１３４０
２０２．２１１８７９０４２０３６７３４５１４８４５７４９２００７０．４７９６９０１１８９０９７６８１４０
１９２．９６２１２６５６２１４０４７４６６４２４７０５０２００８０．４８１５１０２３９３８０１０３０６３６０
出所：１９７０年までの統計は１９７１年の yearbook，１９７１－２０００年は２００１年の yearbook，２００１年以
降は同統計２００８および２００９年６月号の IMFの IFS統計で作成
注：韓国の０８はⅡ／０７～Ⅰ／０８
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表Ⅳ－２．韓国の GNPpar・GDPpar・$GDPpar,為替レートの推移
対 GDPpar 
為替 r乖離率
GDPgap
韓国 
$GDPpar
韓国 
GDPpar
韓国 
GNPpar
WON 
為替レート
WON 
為替レート
１７．０４９８１００．２７６７０．０５５４０．０１０００．０１０１０．１８００１９５３１８．００
２１．３５７３４４．７１４６０．０４４７０．０２２４０．０２２５０．５０００１９５５５０．００
１６．４３８２２７．３５４１０．０５７３０．０３６６０．０３６６０．６３７５１９６０６３．７５
３２．３１９４１２．４９１３０．０３０００．０８０１０．０８０３２．６６７４１９６５２６６．７４
１６．９７３６５．７７６９０．０５５６０．１７３１０．１７３１３．１１１３１９７０３１１．１３
１５．６３０５４．１７５２０．０６０１０．２３９５０．２３６２３．９８３２１９７３３９８．３２
１１．９６３４３．２０５００．０７７１０．３１２００．３０８０４．０４４７１９７４４０４．４７
１１．６４０４２．６１１７０．０７９１０．３８２９０．３７５２４．８４００１９７５４８４．００
９．３６８９２．１４２３０．０９６４０．４６６８０．４５８１４．８４００１９７６４８４．００
８．０５７３１．８７１３０．１１０４０．５３４４０．５２４３４．８４００１９７７４８４．００
６．６１６１１．５７３６０．１３１３０．６３５５０．６２６５４．８４００１９７８４８４．００
５．６７４０１．３７８９０．１４９８０．７２５２０．７０９８４．８４００１９７９４８４．００
６．５２１１１．２３８２０．１３３００．８０７６０．７８１６６．０７４３１９８０６０７．４３
６．５７８６１．１１２８０．１３２００．８９８６０．８６５６６．８１０３１９８１６８１．０３
６．４１５６１．０１４３０．１３４９０．９８５９０．９５１８７．３１０８１９８２７３１．０８
６．３１４６０．９４２９０．１３６７１．０６０５１．０２８５７．７５７５１９８３７７５．７５
６．４２２８０．９２１００．１３４７１．０８５８１．０５１５８．０５９８１９８４８０５．９８
６．７１３７０．８８６６０．１２９６１．１２７９１．０９１６８．７００２１９８５８７０．０２
６．０８４５０．８０３７０．１４１２１．２４４２１．２１０８８．８１４５１９８６８８１．４５
５．０１２６０．７３１００．１６６３１．３６８１１．３４４４８．２２５７１９８７８２２．５７
３．８５０８０．６６３２０．２０６１１．５０７９１．４９０５７．３１４７１９８８７３１．４７
３．２６８４０．６３５７０．２３４３１．５７３１１．５６２８６．７１４６１９８９６７１．４６
２．９４０００．５５６７０．２５３８１．７９６４１．７８５７７．０７７６１９９０７０７．７６
２．３９７６０．４６３３０．２９４３２．１５８４２．１４７５７．３３３５１９９１７３３．３５
２．３６２９０．４３０８０．２９７４２．３２１４２．３０９９７．８０６５１９９２７８０．６５
２．２１５２０．４００６０．３１１０２．４９６５２．４８３９８．０２６７１９９３８０２．６７
１．９３０２０．３６４７０．３４１３２．７４２０２．７３０４８．０３４５１９９４８０３．４５
１．５２６５０．３２７６０．３９５８３．０５２７３．０３６０７．７１２７１９９５７７１．２７
１．５０６２０．３１１５０．３９９０３．２０９９３．１９２０８．０４４５１９９６８０４．４５
１．９０３６０．３０５２０．３４４４３．２７６３３．２５７１９．５１２９１９９７９５１．２９
３．６１４３０．３２９３０．２１６７３．０３７２２．９８５６１４．０１４４１９９８１４０１．４４
２．７９７５０．３１９４０．２６３３３．１３０５２．９８１３１１．８８８２１９９９１１８８．８２
２．１９７７０．２８２７０．３１２７３．５３６７３．１４６８１１．３０９６２０００１１３０．９６
２．４３５４０．２６６１０．２９１１３．７５７９３．７０２５１２．９０９９２００１１２９０．９９
２．１１２００．２４８７０．３２１３４．０２０３４．００５３１２．５１０９２００２１２５１．０９
１．９１２９０．２４４５０．３４３３４．０９０８４．０９２０１１．９１６１２００３１１９１．６１
１．７５８４０．２４０８０．３６２５４．１５２２４．１４１５１１．４５３２２００４１１４５．３２
１．５０５７０．２４４７０．３９９１４．０８７１４．０２７７１０．２４１２２００５１０２４．１２
１．３５４１０．２４６６０．４２４８４．０５５８３．９８８１９．５４７９２００６９５４．７９
１．２４４８０．２４１６０．４４５５４．１３９６４．０９１３９．２９２６２００７９２９．２６
２．４１７１０．２１９３０．４１３７４．５５９３４．５４９３ １１．０２０５２００８１１０２．０５
１４．００８１２００９１４００．８１
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表Ⅴ－１．中国の人口と GDPおよび米中 GDPphと $GDPphの推移
中 $GDPph米 GDPph中 GDPph人口億人中国 GDP億元
２２３．６２１０３１４．００３７６．４８９．６２６０３６２４１９７８
２６８．６０１１４０３．００４１７．６７９．７５４０４０７４１９７９
３０４．８５１２２７４．００４５６．８８９．９６１０４５５１１９８０
２８５．１４１３６２０．００４８６．０２１０．０８４０４９０１１９８１
２８４．１９１４０３８．００５３７．８２１０．２０６０５４８９１９８２
２９５．８２１５０８７．００５８４．４６１０．３９６０６０７６１９８３
２９２．７２１６６３８．００６７９．１２１０．５４９０７１６４１９８４
２７９．７５１７６６５．００８２１．５３１０．７０２０８７９２１９８５
２７０．０６１８５０１．００９３２．４６１０．８６７０１０１３３１９８６
２８６．７２１９５２９．００１０６７．２０１１．０４２０１１７８４１９８７
３５２．１２２０８４５．００１３１０．６３１１．２１９０１４７０４１９８８
３８３．８９２２１９３．００１４４５．４０１１．３９２０１６４６６１９８９
３３１．５２２３２１７．００１５８５．７４１１．５５３０１８３２０１９９０
３４１．６３２３１６６．００１８１８．６５１１．７０１０２１２８０１９９１
３９６．０８２４１９３．００２１８４．２３１１．８３３０２５８４６１９９２
５００．７７２５１５４．００２８８５．４２１１．９５７０３４５０１１９９３
４４８．６１２６４２２．００３８６６．４３１２．０７６０４６６９１１９９４
５６６．５２２７４１４．００４７３１．２２１２．３６７０５８５１１１９９５
６５９．４８２８６２８．００５４８３．０７１２．４６２０６８３３０１９９６
７２６．９５３００９６．００６０２６．３１１２．４２８０７４８９５１９９７
７６１．０３３１３５７．００６３００．５８１２．５３９０７９００３１９９８
７８９．５９３２８６９．００６５３６．４５１２．６４８０８２６７３１９９９
９３９．２５３４４６２．５４７７７５．５１１２．７０００９８７４９２０００
１０３１．５６３５１８６．２１８５３８．３２１２．７６２７１０８９７２２００１
１１２８．３９３５９９９．０４９３３９．７２１２．８８４０１２０３３３２００２
１２６５．４０３７３０１．９３１０４７３．７０１２．９６８０１３５８２３２００３
１４８０．１８３９３６７．６７１２２５１．１９１３．０５００１５９８７８２００４
１７０２．９０４１４２７．０５１３９５４．０７１３．１３００１８３２１７２００５
２０１２．１８４３５１６．０５１６０４３．９１１３．２０９０２１１９２４２００６
２５４５．７４４５１４７．６３１９３６６．７０１３．２８６０２５７３０６２００７
３３１１．３３４６６４２．００２２６３０．５９１３．２８６０３００６７０２００８
出所：IMFの IFS２０００ Yearbooks，および IFS２００８年～２００９年，apr.,統計より作成
注：① GDPph（一人当たりの GDP） ＝ GDP ÷人口で算定した。
　　② GDPgap ＝中国 GDPph ÷米国 GDPph
　　③ GDPgapの逆数＝１÷ GDPgap ＝ GDPpar
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表Ⅴ－２．中米の元ドル為替レート，GDPgap・GDPpar・
$GDPparの推移
GDPparGDPgap$GDPpar元為替レート
２７．３９５９０．０３６５１６．２７２２１．６８３６１９７８
２７．３０１１０．０３６６１７．５５７０１．５５５０１９７９
２６．８６４７０．０３７２１７．９２５３１．４９８７１９８０
２８．０２３７０．０３５７１６．４４１０１．７０４５１９８１
２６．１０１６０．０３８３１３．７９２１１．８９２５１９８２
２５．８１３８０．０３８７１３．０６５６１．９７５７１９８３
２４．４９９５０．０４０８１０．５６０１２．３２００１９８４
２１．５０２６０．０４６５７．３２２０２．９３６７１９８５
１９．８４１１０．０５０４５．７４６４３．４５２８１９８６
１８．２９９３０．０５４６４．９１６４３．７２２１１９８７
１５．９０４５０．０６２９４．２７３０３．７２２１１９８８
１５．３５４２０．０６５１４．０７８０３．７６５１１９８９
１４．６４１２０．０６８３３．０６１０４．７８３２１９９０
１２．７３８００．０７８５２．３９２８５．３２３４１９９１
１１．０７６２０．０９０３２．００８５５．５１４６１９９２
８．７１７６０．１１４７１．５１２９５．７６２０１９９３
６．８３３７０．１４６３０．７９２９８．６１８７１９９４
５．７９４３０．１７２６０．６９３８８．３５１４１９９５
５．２２１２０．１９１５０．６２８０８．３１４２１９９６
４．９９４１０．２００２０．６０２４８．２８９８１９９７
４．９７６８０．２００９０．６０１１８．２７９０１９９８
５．０２８６０．１９８９０．６０７４８．２７８３１９９９
４．４３２２０．２２５６０．５３５４８．２７８４２０００
４．１２１００．２４２７０．４９７９８．２７７１２００１
３．８５４４０．２５９４０．４６５７８．２７７０２００２
３．５６１５０．２８０８０．４３０３８．２７７０２００３
３．２１３４０．３１１２０．３８８２８．２７６８２００４
２．９６８８０．３３６８０．３６２３８．１９４３２００５
２．７１２３０．３６８７０．３４０２７．９７３４２００６
２．３３１２０．４２９００．３０６４７．６０７５２００７
２．０６１００．４８５２０．３０１６６．８３４３２００８
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表Ⅶ－１．SDRから見た主要通貨の価値
¥/SDR£/SDRDM-€/SDR$/SDR
３．３７７８０．５１９３３．２６０８１．２０６４１９７３
３．６８４７０．５２１３２．９５０１１．２２４４１９７４
３．５７２３０．５７８５３．０５９８１．１７０７１９７５
３．４０１８０．６８２５２．７４４８１．１６１８１９７６
２．９１５３０．６３７３２．５５７０１．２１４７１９７７
２．５３５２０．６４０４２．３８１５１．３０２８１９７８
３．１５７６０．５９２３２．２８１０１．３１７３１９７９
２．５８９１０．５３４８２．４９８５１．２７５４１９８０
２．５５９５０．６１０１２．６２４５１．１６４０１９８１
２．５９２３０．６８３２２．６２１５１．１０３１１９８２
２．４３１００．７２１８２．８５１７１．０４７０１９８３
２．４６１３０．８４７６３．０８５７０．９８０２１９８４
２．２０２３０．７６０４２．７０３５１．０９８４１９８５
１．９４６１０．８２９５２．３７４０１．２２３２１９８６
１．７５２００．７５８０２．２４３６１．４１８７１９８７
１．６９３６０．７４３７２．３９５７１．３４５７１９８８
１．８８５２０．８１８５２．２３１２１．３１４２１９８９
１．９１２１０．７３７９２．１２５５１．４２２７１９９０
１．７９０９０．７６４６２．１６８５１．４３０４１９９１
１．７１５３０．９０９４２．２１９３１．３７５０１９９２
１．５３６３０．９２７３２．３７１２１．３７３６１９９３
１．４５６１０．９３４３２．２６１０１．４５９９１９９４
１．５２８６０．９５９０２．１３０９１．４８６５１９９５
１．６６３８０．８４６９２．２３５７１．４３８０１９９６
１．７５３４０．８１５９２．４１８０１．３４９３１９９７
１．６２７７０．８４６５２．３５５６１．４０８０１９９８
１．４０２７０．８４９１１．３６６２１．３７２５１９９９
１．４９７００．８７３１１．４００２１．３０２９２０００
１．６５６４０．８６６５１．４２６０１．２５６７２００１
１．６３０１０．８４３５１．２９６４１．３５９５２００２
１．５９１５０．８３２６１．１７６５１．４８６０２００３
１．６１７００．８０４１１．１４０２１．５５３０２００４
１．６８６１０．８３０１１．２１１６１．４２９３２００５
１．７８９５０．７６６４１．１４２３１．５０４４２００６
１．８０１５０．７８８８１．０７３５１．５８０３２００７
１．３９７８１．０５６５１．１０６８１．５４０３２００８
出所：１９９８年までの統計は IMFの IFS統計２００２Yeabook，１９９９年以降は
同統計２００５年２月号及び２００９年４月号より作成
注：SDRのレートは IMFの IFS統計各通貨の各年の期末のレートを採
用した。
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表Ⅶ－２．主要国通貨の為替レート・SDR・GDPparの推移
£/
GDPpar
DM-€/
GDPpar
¥/
GDPpar
DM-€/ 
$SDR
DM-€ 
/$
¥/ 
$SDR
¥/$
£/ 
$SDR
£/$
０．２０２４２．２６４３１．５７１７２．７０２９２．６７２６２．７９９９２．７１７００．４３０５０．４０７８１９７３
０．２１３０２．２６２２１．７３６２２．４０９４２．５８７８３．００９４２．９２０００．４２５８０．４２７５１９７４
０．２４９３２．１９５４１．７５５９２．６１３６２．４６０３３．０５１４２．９７０００．４９４２０．４５０１１９７５
０．２６７２２．１７１９１．７６７７２．３６２５２．５１８０２．９２８０２．６８０００．５８７４０．５５３６１９７６
０．２８２４２．１０８６１．７６７５２．１０５０２．３２２２２．４０００２．６９０００．５２４７０．５７２９１９７７
０．２９１４２．０２８９１．７２４７１．８２８０２．００８６１．９４６０２．１０４４０．４９１５０．５２１０１９７８
０．３０９８１．９８１７１．６７６８１．７３１６１．８３２９２．３９７０２．１９１４０．４４９６０．４７１３１９７９
０．３３３４１．９４７５１．６９６５１．９５９０１．８１７７２．０３００２．２６７４０．４１９３０．４２９９１９８０
０．３３００１．８２８４１．６２９１２．２５４７２．２６００２．１９８９２．２０５４０．５２４１０．４９３１１９８１
０．３５０３１．８３５１１．６４７７２．３７６５２．４２６６２．３５００２．４９０８０．６１９４０．５７１３１９８２
０．３５６０１．８００２１．５８６５２．７２３７２．５５３３２．３２１９２．３７５１０．６８９４０．６５９２１９８３
０．３４４８１．７２０１１．５２５９３．１４８０２．８４５９２．５１１０２．３７５２０．８６４７０．７４８３１９８４
０．３５４９１．６９５４１．５２６２２．４６１３２．９４４０２．００５０２．３８５４０．６９２３０．７７１４１９８５
０．３５６９１．７０８０１．５１６９１．９４０８２．１７１５１．５９１０１．６８５２０．６７８２０．６８１７１９８６
０．３７６７１．６６９０１．４９２４１．５８１５１．７９７４１．２３５０１．４４６４０．５３４３０．６１０２１９８７
０．３９２６１．６３５８１．４９３３１．７８０３１．７５６２１．２５８５１．２８１５０．５５２６０．５６１４１９８８
０．４０３２１．２７３４１．４９９７１．６９７８１．８８００１．４３４５１．３７９６０．６２２９０．６０９９１９８９
０．４１６２１．３１９５１．５４１４１．４９４０１．６１５７１．３４４０１．４４７９０．５１８７０．５６０３１９９０
０．４３６５１．５８５７１．６３３８１．５１６０１．６５９５１．２５２０１．３４７１０．５３４６０．５６５２１９９１
０．４３３３１．６１８７１．６００６１．６１４０１．５６１７１．２４７５１．２６６５０．６６１４０．５６６４１９９２
０．４３６８１．５８４２１．５５０５１．７２６３１．６５３３１．１１８４１．１１２００．６７５１０．６６５８１９９３
０．４３９２１．５７７９１．４８７８１．５４８７１．６２２８０．９９７４１．０２２１０．６４０００．６５２９１９９４
０．４４４４１．５７３７１．４４７１１．４３３５１．４３３１１．０２８３０．９４０６０．６４５２０．６３３５１９９５
０．４４９１１．５２９５１．４１８１１．５５４７１．５０４８１．１５７０１．０８７８０．５８８９０．６４０３１９９６
０．４５３７１．４８４６１．３７５１１．７９２０１．７３４１１．２９９５１．２０９９０．６０４７０．６１０６１９９７
０．４６５９１．４７１４１．２９４３１．６７３０１．７５９７１．１５６０１．３０９１０．６０１２０．６０３７１９９８
０．４６３５０．７３４７１．２２４３０．９９５４０．９３８６１．０２２０１．１３９１０．６１８７０．６１８０１９９９
０．４６０８０．７１６５１．１５５８１．０７４７１．０８５４１．１４９０１．０７７７０．６７０１０．６５９６２０００
０．４９１２０．７２８９１．１１１４１．１３４７１．１１７５１．３１８１１．２１３５０．６８９５０．６９４４２００１
０．５０３１０．７２１７１．０７０６０．９５３６１．０６２６１．１９９０１．２５０００．６２０４０．６６６１２００２
０．５１２００．７０２５１．０２９６０．７９１７０．８８６０１．０７１０１．１６０００．５６０３０．６１１８２００３
０．５０８６０．６７９７０．９９０５０．７３４２０．８０５４１．０４１２１．０８１９０．５１７８０．５４５９２００４
０．５０１９０．６５５２０．９４６９０．８４７７０．８０４１１．１７９７１．１０２２０．５８０８０．５４９３２００５
０．５０２００．６４５５０．９１１２０．７５９３０．７９７１１．１８９５１．１６３００．５０９４０．５４２７２００６
０．５１１１０．６４９７０．８９２８０．６７９３０．７３０６１．１４００１．１７７５０．４９９１０．４９９６２００７
０．５０５４０．６４５８０．８５０００．７１８６０．６８２７０．９０７５１．０４５３０．６８５９０．５０７６２００８
